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浦臼町議会第２回定例会 第１号    

 

令和６年６月１３日（木曜日）  

 

○議事日程   

 １  会議録署名議員の指名  

 ２  会期の決定  

 ３  諸般報告  

 ４  行政報告  

 ５  令和６年度町政執行方針  

 ６  令和６年度教育行政執行方針  

７  報告第 ２号  繰越明許費繰越計算書の報告について  

８  報告第 ３号  繰越明許費繰越計算書の報告について  

９  報告第 ４号  浦臼町土地開発公社の経営状況の報告について  

１０  議案第２５号  浦臼町税条例の一部を改正する条例について  

１１  議案第２６号  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例の制

定について  

１２  議案第２７号  浦臼町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について  

１３  意見書案第１号  生涯を通じた歯科健診の実現を求める意見書  

１４  意見書案第２号  
ゼロカーボン北海道の実現に資する森林・林業・

木材産業施策の充実・強化を求める意見書  

１５   所管事務調査について (総務産業常任委員会 ) 

 

 

○出席議員(７名 ) 

議  長  ８番  小  松  正  年  君  副議長  ７番  柴  田  典  男  君  

 １番  砂  場    明  君   ３番  髙  田  英  利  君  
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 ６番  静  川  広  巳  君     

 

 

○欠席議員(１名 ) 

 ２番  土  屋  慎  一  君  
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代 表 監 査 委 員   笹   木   政   廣   君  

 

 

○出席事務局職員  
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                                             開会   午前１０時００分  

    ◎開会の宣告  

○議   長（小松正年君）  

 本日の出席人員は７名です。  

 定足数に達しております。  

 ただいまから、令和６年第２回浦臼町議会定例会を開会します。  

 

    ◎開議の宣告  

○議   長（小松正年君）  

 これから、本日の会議を開きます。  

 本日の議事日程は、お手元に配付してあります日程表に基づき、順を追って進めて

まいりますので、よろしくお願いいたします。  

 

    ◎日程第１  会議録署名議員の指名  

○議   長（小松正年君）  

 日程第１、会議録署名議員の指名を会議規則第１１８条の規定により、議長におい

て、４番、野崎議員、５番、中川議員を指名します。  

 

    ◎日程第２  会期の決定  

○議   長（小松正年君）  

 日程第２、会期の決定を議題とします。  

 お諮りします。  

 本定例会の会期は、本日から６月２１日までの９日間にしたいと思います。  

 ご異議ありませんか。  

［「異議なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 異議なしと認めます。  

 したがって、会期は本日から６月２１日までの９日間と決定いたしました。  

 

        ◎日程第３  諸般報告  

○議   長（小松正年君）  

 日程第３、諸般の報告を行います。  

 初めに、令和６年第１回定例会以降、きょうまでの議長政務報告をお手元に配付し

てありますので、お目通し願い、主なもののみ報告します。  

 ５月２１日、町村議会議長・副議長研修会を東京国際フォーラムにて行いました。 

講演内容は、１番目、「議員のなり手不足は「住民自治の危機」：その打開の道を

探る」と題して、大正大学教授の江藤俊昭氏であります。  

２番目に、「ハラスメント―自治体議員が注意すべきポイント―」と題して、弁護

士、帖佐直美氏であります。  
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３番目が、「将来の地方議会を担うのは誰か？」と題して、慶應義塾大学教授、谷

口尚子氏であります。  

以上、３点の講演を聞いてきました。  

講演資料が各議員に配付されておりますので、参考にしていただきたいと思いま

す。  

以上、報告といたします。  

次に、監査委員より令和６年３月から令和６年５月に実施した例月出納検査結果の

報告がありました。その写しをお手元に配付してありますので、ご承知願います。  

 次に、総務産業常任委員長より所管事務調査の報告がありました。その写しをお手

元に配付してありますのでご承知願います。  

 以上、３件について報告済みといたします。  

 これで、諸般の報告を終わります。  

  

        ◎日程第４  行政報告  

○議   長（小松正年君）  

 日程第４、行政報告を行います。  

 初めに、町長から行政報告の申し出がありました。これを許します。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 おはようございます。  

 令和６年浦臼町議会第２回定例会の開会に当たり、一言ごあいさつを申し上げま

す。  

 私は、４月に行われました浦臼町長選挙におきまして、多くの町民並びに議員の皆

様の力強いご支援を賜り、無投票当選の栄誉を得て２期目の町政を担わせていただく

ことになりました。  

 後ほど執行方針を述べさせていただきますが、皆様から託されたこれからの４年

間、課題解決に向け鋭意取り組んでまいりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、本日をもって招集いたしました第２回定例会については、議案７件、報

告３件をご提案しております。各議案とも提案の際に詳細についてご説明をいたしま

すので、ご審議いただき、町政推進のためにご賛同を賜りますようお願い申し上げま

す。  

 この際、第１回定例会以降の動静につきましてご報告を申し上げます。  

 まずは、多世代交流施設えみるの供用開始について申し上げます。  

 晴天に恵まれた５月２日、小松議長をはじめ議員の皆様にご出席をいただき、１０

０名ほどの参加者が見守る中、オープニングセレモニーを開催いたしました。  

 当日は、開所を楽しみにしていたという認定こども園の全園児が駆けつけ、かわい

い歌声と楽器演奏でオープンを飾っていただきました。この施設にふさわしい和やか

なスタートになったと思っています。  

 開所から約１か月半経過したところでございますが、５月にはイベント利用も含め
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延べ３，３２９人の皆さんにご利用いただきました。  

 多目的室１と屋外遊具を利用した子どもさんが９００人を超え、若い年代の利用が

目立っています。  

 また、石づくり倉庫の定期利用や音楽教室の開催など新たな活用方法も出てきてお

り、今後とも利用促進に努めてまいります。  

 次に、先月２１日、小樽市におきまして、北海道ワイン株式会社創立５０周年記念

祝賀会が開催され、出席してまいりました。  

 昭和４９年に同社が設立され、同じ年、本町に１１ヘクタールの用地を得て鶴沼台

果樹生産組合が事業を開始、３年後には有限会社鶴沼ワイナリーに改められ、現在に

至ります。  

 冒頭、あいさつに立った嶌村公宏社長からは、同社の原点となった本町に対する感

謝の言葉と困難を乗り越えブドウ生産を実現した方々へのねぎらいの言葉が贈られ、

総勢１４０名が出席し、５０周年の節目を祝う盛大な祝賀会となっております。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 次に、教育長から教育行政報告の申し出がありました。これを許します。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 おはようございます。  

 議長の発言のお許しがありましたので、第１回定例会以降の教育行政報告につきま

して、お手元の報告書をお目通しいただき、何点か報告をさせていただきます。  

 ４月８日に小中学校の入学式が行われ、小学校は９名、中学校は２０名の新入学児

童生徒を迎え、新学期が始まりました。  

 順調に教育活動が行われており、５月３１日開催の中学校の陸上記録会、また６月

１日開催の小学校の運動会につきましても無事終了してございます。多くのご来賓に

お越しをいただき、子どもたちの元気な様子をご覧いただけたことは大変喜ばしく感

じております。  

 また、子どもたちへのご声援を賜り感謝申し上げるところであります。  

 学校と地域との関わりをより一層深めていければと思っておりますので、町民の皆

様のご協力をよろしくお願い申し上げます。  

 ４月１１日のみどり学園入園式におきましては、４名の新入生を迎え、昨年度より

３名増の３９名でスタートしております。  

 また、同日開催の令和６年度第１回北海道第５採択地区教科用図書採択教育委員会

協議会におきましては、本年度、令和７年度から使用する中学校用教科用図書の採択

が行われますことから、日程や小部会の設置等が決定をされてございます。  

 以上、教育行政報告とさせていただきます。  

○議   長（小松正年君）  

これで、行政報告は終わりました。  
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    ◎日程第５  令和６年度町政執行方針  

○議   長（小松正年君）  

 日程第５、令和６年度町政執行方針を行います。  

 町政執行方針について説明を求めます。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 令和６年第２回浦臼町定例議会の開催に当たり、就任のごあいさつと町政運営の所

信を申し述べ、議員各位をはじめ町民の皆様のご理解とご協力を賜りますよう心から

お願いを申し上げます。  

 私は、４月１６日に行われました浦臼町長選挙におきまして、町民の皆様をはじめ

多くの方々のご支援と心温まるご厚情を賜り、再び無投票当選の栄に浴しまして、浦

臼町長に就任いたしました。  

 ここに心から感謝を申し上げますとともに、改めて町民皆様からの期待と職責の重

さに身の引き締まる思いでございます。  

 地域社会を取り巻く環境は大変厳しく、本町におきましても加速化する人口減少や

少子高齢化への対応はもとより、一応の終息を見たとはいえ、コロナ禍が人々の社会

生活に与えた影響はいまだ解消されたとはいえず、同時期に始まったウクライナ紛争

も世界経済に大きな影響を与え続けながら停戦が見通せない状況です。  

 私は今回の選挙を通じて、スローガンとして「一歩一歩力強く。共に歩み育むにぎ

わいの町づくり」と今後の町づくりへの思いを示させていただきました。  

 さまざまな事象が発生し変化していく今の時代、町の活性化を実現するための近道

はありませんが、町民の皆様のこの町に対する思いを受けとめながら、皆様とともに

一歩ずつ着実に「にぎわい」の輪が広がり、人や地域の活力につながる町づくりに取

り組んでまいる所存でございます。  

 町民の皆様並びに議員各位におかれましては、格別のご支援、ご協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。  

 ここで、本町を取り巻く地方自治体が置かれている現状について少し述べさせてい

ただきます。  

 まずは、経済の情勢についてですが、政府はかねてより賃上げと物価上昇の好循環

の実現を重要課題として掲げてきました。  

 しかし、長期化したコロナ感染症やウクライナをはじめとする国際紛争は、世界規

模でのサプライチェーンに影響を与え、さらに大幅な円安も加わり、消費者物価は上

昇を続ける一方、賃金については大手で活発な動きが見られますが、中小企業には及

んでいないのが現状です。  

 今の段階では物価上昇だけが先行する形となっており、本町においても町民生活や

事業活動が影響を受け、町の財政にとってもさまざまな面で負担が増してきている状

況にあります。  

 景気回復が進まない中、政府においては今後とも増大する社会保障費や子育て支援

など喫緊の課題に対応した財政出動が見込まれており、大半の自治体にとって生命線
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となる地方交付税の動向に今後とも予断を許さない状況が続くと想定されます。  

 また、本年４月から働き方改革関連法が完全施行され２０２４年問題が現実のもの

となりました。運送物流業や建設業などを中心に人手不足が伝えられ、身近なところ

では空知管内における民間交通事業者の撤退、縮小が相次いで報道されています。  

 全国的に人口減少が続き、働き方に対する意識が高まる中で、今後ともこの傾向は

変わることはないと思われ、町内事業者の方はもちろん町としても建設工事や委託業

務に深く関わる問題だけに、この先影響は避けられないと考えています。  

 先般可決された新たな「食料農業農村基本法」により、今後の農業全般の方向性が

決定され、取り組むべき大きな柱として食料の安全保障をはじめ環境との調和や適正

価格への取り組みなどが示されたところです。  

 全体的に持続的、発展的な農業の実現のための内容となっていますが、３年前から

水活の見直しなど農業施策の変化は既に始まっており、消費の減少から稲作の位置づ

けが相対的に低下している現状です。  

 米主体の本町にとって、これら変化に対応しながら、一層の効率化、合理化、収益

力の向上など新たな農業経営、作業体系への転換が差し迫った課題であり、ＪＡをは

じめ関係団体との連携を密にした取り組みが求められています。  

 本年１月１日、石川県能登半島一帯を最大震度７の巨大地震が襲い、多くの犠牲者

を出し、いまだに大勢の方が避難所生活を送られています。  

 また、昨年も全国各地で豪雨による河川の氾濫、土砂災害が多発しており、自然災

害の猛威は年ごとに激しさを増しているように感じています。  

 ４年前、防災対策の重要性を訴え、昨年防災マネージャーを配置させていただき、

防災教室や机上訓練を行ってまいりました。  

 今後はより実践的な取り組みにより、町民並びに役場職員の意識と災害対応力を高

めていかなくてはなりません。  

 日本が人口減少、少子高齢化の流れになって久しく、社会のデジタル化、脱炭素化

の動きも急激に進展しています。  

 さらに、国際情勢の変化により日本経済が影響を受け、農業をはじめ産業活動にお

ける長年の慣行が法改正によって大きく変貌しようとしています。  

 さまざまな変化がいっときに、そして急速に起きている現状ですが、どんな状況に

あっても私たちのふるさと浦臼を持続させ、安心して住み続けていただくためには、

町民の皆様の「経済」と「生活」、そして「安全」を守り支えていかなくてはなりま

せん。  

 ここで、今後進めていく基本政策の柱を「地域経済を支える産業の振興」「暮らし

を支える生活基盤の充実」「子どもたちを健やかに育む環境づくり」「連帯意識を高

め安心安全な地域づくり」の大きく４本に定め、具体的に推進していく施策、事業の

一端を述べさせていただきます。  

 最初は「地域経済を支える産業の振興」であります。まず本町にとって農業は町の

基幹産業であり、今も、そしてこれからも経済の中心であることは変わりありません。 

 しかし、時代の変化や技術の進歩とともに、経営や作業の形態が大きく変わり続け



 

－ 8 － 

ており、食料農業農村基本法の改正により農業生産の安定化や環境保全への取り組み

が重点化され、さらなる変化が求められていることになります。  

 これまでの取り組みとして、農業収入の向上や分散、地域の特産品化を目指し、に

んにくの生産振興に努めてまいりましたが、引き続き推進するとともに、米の消費減

少が確実視されている現状で、他の高収益作物を検討してまいります。  

 また、新規就業者対策につきましては、ようやく最初の一歩を踏み出したところで

す。定住対策としても重要な施策であり、安定確保に向け支援強化を図ってまいりま

す。  

 また、より実践的な研修環境づくりのため、研修農場の設置に向けた検討を進めて

まいります。  

 スマート農業の推進につきましては、対象を拡大し助成を継続するとともに、現実

的な利用に向け、実証試験、情報提供の充実に努めてまいります。  

 また、農機具メーカーとのスマート農業推進に関する協定を締結し、実装化に向け

ての取り組みを進めてまいります。  

 有害鳥獣対策として猟友会との連携を図るとともに、有害鳥獣の侵入防止のための

電気牧柵設置の制度化に向けて関係団体との協議を開始します。  

 また、近年は熊の出没、目撃が相次いでおり、道内でも人身事故が発生しているこ

とから、猟友会、警察等関係機関との連携を図り、被害防止に向けて取り組んでまい

ります。  

 水稲栽培において水の確保は根幹をなすものであり、石狩川河川敷の取水口揚水機

場は老朽化が進み懸案事項となっています。  

 かねてより、開発局と協議を進めておりますが、明確に整備計画として決定される

よう要請を続けてまいります。  

 環境負荷の低減対策につきましては、脱炭素化への取り組みなど世界的な潮流の中

で、農業分野におきましても必須事項となっています。全国、全道的な対策が本格化

する中で、町として何が可能なのか、関係機関と協議、決定してまいります。  

 次に、商工業、観光関連についてでございます。  

 ３年に及んだコロナ禍により、人の動きが止まり経済が停滞する中、商工会関係者

の皆様は厳しい状況に耐え、町民の皆様のため事業を継続していただきました。  

 しかし、その間におきましても、人口減少による購買力の減少や流出は避けがたく、

経営者の皆様の高齢化とともにより厳しい環境になっています。  

 今後におきましては、プレミアム商品券を継続するとともに事業の継続、継承に対

する支援の拡充についても商工会と協議してまいります。  

 また、新規出店や新しい取り組みに対する支援の充実やチャレンジショップ設置に

向けた検討を開始いたします。  

 続いて、観光分野ですが、これまで１期４年間を通して道の駅、休養村センター、

鶴沼公園を一体的に再整備する産業観光グランドデザイン整備事業として、実現可能

な手法について検討してきたところです。  

 しかし、いずれの方法も想定する施設規模や機能を維持したまま明確なコスト削減
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とはならず、逆に諸物価高騰の影響からより大きな負担となっているのが現状です。 

 また、民間活力の導入に関しても期待する結果とはなっていません。最終的な結論

は議会の皆様に提示させていただき、町民の皆様のご意見をお伺いして決定していく

ことになりますが、過大な投資を伴う事業構想に区切りをつけ、既存施設、用地を活

用した現実的なご提案をさせていただきます。  

 「暮らしを支える生活基盤の充実」についてでございます。  

 まずは、生活全般といたしまして、駅前エリアを再びにぎわいと活気に満ちた場に

したいという思いから、昨年から建設を進めてきました多世代交流施設「えみる」が

５月２日にオープンとなりました。  

 幅広い年齢層にご利用いただき、好評をいただいているところでございます。今後

ともご意見、ご要望をお聞きしながら、よりよい施設になるよう皆様とともに育てて

まいりたいと考えています。  

 日常生活を送る上で、交通手段の確保は欠くことができない重要な生活インフラと

考えています。ＪＲ、中央バス撤退後はすべての公共交通に町が関わり運行していま

すが、コスト意識を強く持ちながら、路線の維持、利便性の向上を図っていくととも

に、近隣他町との連携強化も図ってまいります。  

 住宅関連につきましては、新築や中古住宅の購入改修に対する支援策の強化を図り

ます。  

 また、新たな分譲地選定に着手し、移住定住対策として、転入者に対する分譲地の

特別価格を設定してまいります。同時に公営住宅の大規模改修を進め、戸建て、公住

両面での宅地、住宅確保に努めてまいります。  

 防犯面として、一向に収まる気配のない特殊詐欺から高齢者を守るため、まずは簡

易な録音機能付き機器の無償配付を行い、被害の防止と防犯意識の向上に努めてまい

ります。  

 続いて、保健医療福祉分野についてです。  

 これまで、老朽化の進む町立診療所の建て替えにつきまして、検討委員会を設置し

ご協議いただいてまいりました。ご提言いただいた内容をもとに、本町医療の拠点と

なる診療所建設に向け迅速に進めてまいります。  

 また、町民の皆さんが今後とも安心して受診することのできる体制を関係者の皆様

のご協力をいただきながら安定確保に努めてまいります。  

 現在５類となっている新型コロナ感染症、また近年高齢者を中心に感染者が増えて

いる帯状疱疹の二つの感染症に対するワクチン接種に対し、新たな助成措置を創設い

たします。  

 町民の皆さんとの連携、協働を促すための住民対話につきましては、私が現地に出

向き意見を交わす「集い語らい出張トーク」の活発化を図るとともに、ＳＮＳでの情

報発信も引き続き継続してまいります。  

 さらに、町からの情報発信の方法として、全国で広く利用されている通信アプリＬ

ＩＮＥを使った情報の提供を開始します。登録制のため全町民対象とはなりません

が、まずはテスト的に開始し、登録者の拡大に努めてまいります。  
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 次に、環境分野につきましては、ゼロカーボン社会の実現が世界的な潮流となる中

で、地方自治体においても取り組みを強く求められる状況にあります。  

 国の２０５０年までの脱炭素社会を見据えた二酸化炭素排出ゼロの方針に基づき、

本町におきましても一昨年ゼロカーボンシティー宣言を行いました。本年度は地球温

暖化対策実行計画の事務事業編の改正を行い、区域施策編の策定に向けた準備を開始

いたします。  

 「子どもたちを健やかに育む環境づくり」について申し上げます。  

 子育て支援の分野につきましては、現状、他に引けを取らない充実した内容となっ

ており、子育て世代の皆様から高い評価をいただいています。  

 本年４月に人口戦略会議から消滅可能性自治体が発表され、本町が対象から外れた

ことで話題となりました。  

 この発表自体に賛否があるところであり、町の現状を知る者としては、もろ手を挙

げて歓迎できるものではありませんが、これまで町が取り組み続けてきた子育て支援

や定住対策が歯止めとして一定の役割を果たしたとも考えられます。  

 正確な検証は困難ですが、継続することの重要さを改めて感じており、見直すべき

は見直しながら、今後とも積極的な支援に努めてまいります。  

 教育分野につきましては、ＤＸ時代に対応した電子黒板等の機器の充実を図り、児

童生徒たちのＩＣＴ教育環境の整備充実に努めます。  

 全校の児童生徒に配付されていますＧＩＧＡスクール構想の学習用タブレットに

つきましては、間もなく更新時期を迎えますので順次進めてまいります。  

 また、単式学級を維持するため必要な支援を継続するとともに、増加していくこと

が見込まれる義務教育学校について、本町にとってのメリット、デメリットと実現可

能性を教育委員会と検討してまいります。  

 ４点目といたしまして、「連帯意識を高め安心安全な地域づくり」についてでござ

います。  

 私が４年前に公約として挙げさせていただいた一つが防災に関する専門的な知識

や技能を持った防災マネージャーの配置でありましたが、昨年実現できたところで

す。  

 近年の自然災害の猛威は全国各地に爪痕を残しており、私たちはいつ起こるかわか

らない災害に備えておかなくてはなりません。  

 これまでの防災教室や机上訓練に加え、今後は職員、町民の皆様に実際に参加して

いただく避難訓練を実施し、体験することによって地域や個々の災害対応力を高めて

まいります。  

 また、町内の中小河川による内水被害を想定した浸水区域情報など、より詳細な災

害情報の提供に努め、意識の向上を図ってまいります。  

 これまで継続して行ってきた河川整備や老朽化した橋梁の長寿命化対策を今後と

も年次的に進め防災力の向上に努めてまいります。  

 以上、四つの柱の概要についてお話をさせていただきました。これからの行政運営

は世界的、全国的な大きな変化の中で一段と厳しさを増し一層困難な時代に向かって
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いることは間違いなく、景気低迷、財政支出の増大等により、地方への財政的な影響

がいつ出てきてもおかしくない状況です。  

 今後におきましては、健全財政の維持に努め、既存事業の見直しを含めた各種経費

の節減・合理化と財源の確保、各種基金の適切な運用を図ってまいります。  

 また、事務事業の効率化を図るため、地方公共団体情報システム標準化に関する法

律に基づいた整備、運用を進めてまいります。  

 これまで申し上げてきましたとおり、取り組むべき課題は多岐にわたっています

が、持続可能な行政運営を進めるため、今後とも多くの皆様からの声をしっかりと受

け止めながら、与えていただいた新たな４年間、全力で取り組んでまいりますので、

町民の皆様並びに議員各位の一層のご支援、ご協力を心からお願い申し上げまして、

執行方針といたします。  

 

    ◎日程第６  令和６年度教育行政執行方針  

○議   長（小松正年君）  

 日程第６、令和６年度教育行政執行方針を行います。  

 教育行政執行方針について説明を求めます。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 令和６年第２回浦臼町議会定例会に当たり、浦臼町教育委員会が所管の教育行政執

行に関する主要な方針について申し上げます。  

 今、社会は地球規模で進む気候変動やＤＸ・ＧＸの進展など、急速な変化が現実化

する中、ＳＤＧｓ達成のための取り組みなど、全ての子供たちの持続可能な社会の創

り手として、複雑で予測困難な時代にたくましく生き抜く力、生まれ育ったふるさと

への誇りと愛着を持ち、多様性、公正や個人の尊厳、多様な幸せ等の価値に重きを置

き、思いやりの心を持って、共に支え合いながら、地域づくりを支える人を育むこと

が必要であり、令和５年度から令和９年度を計画期間として、国が策定した「第四期

教育振興基本計画」、北海道教育委員会が策定した「北海道教育推進計画」と整合性

を図り、令和の時代に即した教育の充実・発展に努めてまいります。  

 まず、教育行政の執行に当たり、浦臼町教育理念「知・徳・体に調和のとれた人間

形成」並びに浦臼町教育大綱に掲げる「明日を担う人を育む教育・文化のまち」の理

念を踏まえ、一人一人が輝いて生き抜く力、「笑顔で活き生き学ぶ」教育の推進を引

き続き基本方針といたします。  

 次に、令和６年度の重点施策につきまして、「学校教育の充実」及び「社会教育の

推進」の大きく二つに分けて申し上げます。  

 学校教育の充実の一つ目は、「社会に立ち向かっていける力の育成」、確かな学力

の定着であります。  

 学校運営につきましては、コミュニティ・スクールの導入７年目となり、地域の力

を活用し、学校と地域がパートナーとして子供たちの成長を支え、改善・充実に努め、

ＩＣＴを活用した取り組み等により、小規模校のメリットを最大化し、確かなる力と
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心優しい人づくりを推進します。  

 また、校長をはじめとする学校管理職のリーダーシップの下で、多様な専門性を有

する質の高い教職員集団を形成し、教職員一人一人が学校経営への参画意識を持ち、

組織の力で一人一人の児童生徒に向き合っていく教育の推進に努めます。  

 教育課程につきましては、「生きる力」を支える「知・徳・体」の調和を重視し、

伝統文化を尊重、ふるさとを大切にする心を育み、学習意義「何ができるようになる

か」をより明確にしながら、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目

標を地域と共有し、教科等横断的な視点に立った教育課程の編成を図り、各学校にお

けるカリキュラム・マネジメントの充実に努めます。  

 また、ふるさと教育では、地域の施設や人材等の教育資源を活用した体験的な学習

活動の促進、中学校の修学旅行のほか、姉妹校、嶺北中学校とのさまざまな交流やア

イヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実に努めます。  

 学習指導につきましては、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に推進し、基礎

知識・技能の定着に向け、一斉一律授業からの脱却を目指し、主体的・対話的で深い

学びの視点からの授業改善を図ります。  

 小学校においては、学びの基礎が重要であること、また複式学級編成を回避するた

め、町独自に教諭を配置し、学びの支援を続けます。  

 また、学習指導要領において、「学習の基盤となる資質・能力」の一つに位置付け

られた情報活用能力の育成に向けて、タブレット端末を有効活用し、ＩＣＴ支援員の

配置による学校ＤＸの推進により教職員を支援し、指導体制の充実、きめ細かな指導

体制の整備に努めます。  

 さらに、ＳＤＧｓの視点に立った教育環境の推進などのＥＳＤの推進、各教科等や

「総合的な学習の時間」における教科等横断的な学習等の実践など、ＳＴＥＡＭ教育

の推進に努めます。  

 特別支援教育は、共生社会の形成に向け、インクルーシブ教育システムの理念を踏

まえ、一人一人の教育的ニーズに応じた対応に努めます。  

 連携教育につきましては、目指す姿を共有し、園児の小学校訪問や小学生の中学校

登校など、こども園、小・中学校の連携強化・接続の推進に努めます。  

 また、小１プロブレム、中１ギャップの未然防止、小・中学校間の乗り入れ授業の

実践や教職員の情報共有を深め、小学校における教科担任制の導入など、義務教育９

年間を見通した教育課程を支える効果的な指導体制の構築を進めます。  

 外国語教育につきましては、引き続き外国語指導助手を中学校に通年配置し、中学

校英語教育の充実、小学校においては、子供たちが英語で日常的なコミュニケーショ

ンができる力を身につけられるよう努めます。  

 学校教育の充実の二つ目は、健やかで、人の優しさ、痛みのわかる心の育成、豊か

な心と健やかな体であります。  

 道徳教育につきましては、答えが一つではない課題に子供たちが道徳的に向き合

い、考え、議論する道徳教育への転換により、物事を多面的・多角的に考え、他者と

ともによりよく生きるための基盤となる道徳性を養う教育の推進に努めます。  
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 いじめ・不登校につきましては、望ましい人間関係を醸成し楽しい学校生活を送る

ため、学級集団に関する情報を分析し、児童生徒の意欲や解決すべき課題を把握する

アンケート「ｈｙｐｅｒ－ＱＵ」を全学年で継続的に実施し、児童生徒の支援ニーズ

の早期把握を進め、「浦臼町いじめ防止基本方針」の周知徹底を図り、関係者やスク

ールカウンセラーとの連携を密にし、未然防止と早期発見、組織的な支援に努めます。 

 また、ＩＣＴの活用力の育成と同時に、発達段階に応じた情報モラルの指導推進に

努めます。  

 有害情報から子供を守るために、学校・家庭・地域と連携し有害情報に対する啓発

を行い、携帯電話やネットトラブルの根絶に向けた取り組みを進めてまいります。  

 学校保健につきましては、早寝早起き朝ごはんを推奨し、食に関する正しい知識や

望ましい食習慣の定着を図り、食育の推進に努めるとともに、児童生徒が感染予防対

策を身につけるよう指導を行うなど、生涯にわたって心身ともに健康な生活を送るた

めの資質・能力の育成を図ります。  

 また、虫歯予防のため、小学校をはじめ認定こども園にもフッ化物洗口の有効性を

ＰＲし、普及に取り組みます。  

 学校教育の充実の三つ目は、安全・安心な学校、信頼される学校づくりであります。 

 教育の成果は、直接指導する教職員の資質・能力によるところが大きいことから、

校内研修の充実、各種研修・研究会等への参加支援を図り、資質・能力の向上に取り

組みます。  

 また、教職員の服務規律の徹底と規範意識の向上に努めます。  

 子供の安全確保につきましては、地震や台風など自然災害から身を守るために必要

な知識や能力等の育成に向け、危機管理マニュアルの確認や避難訓練や１日防災学校

の実施などの防災教育の推進や事件・事故に対する危険予測、危機回避能力を身につ

けさせる防犯教育を進めます。  

 また、登下校時及び校内の安全確保に努めるとともに、一斉メール配信システムに

より、緊急時等の保護者との連絡体制を確保いたします。  

 学校における働き方改革につきましては、教職員が健康で働ける環境、子供と向き

合う時間の確保に向けて、浦臼町立学校における働き方改革アクション・プラン、部

活動のあり方に関する方針等に基づき、持続可能な学校運営体制の整備に努めるとと

もに、校務支援システムによる事務作業の負担軽減をはじめとするＩＣＴの一層の有

効活用により取り組みの推進を図ります。  

 中学校の休日部活動の地域移行につきましては、本年度、検討協議会を設置して、

移行に向けた調査、検討を進めてまいります。  

 また、教職員のストレスチェックについても継続してまいります。  

 学習環境の整備につきましては、令和５年度に暑さ対策として空調設備を設置しま

したが、本年度につきましては国の交付金を活用し、小・中学校にデジタル黒板を導

入し、授業改善を進め、施設の適切な維持管理に加え、令和の時代に即した学習環境

を推進してまいります。  

 また、子供たちの教育環境が経済的理由に左右されることのないよう、就学援助制
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度、高等学校通学等支援助成、高等学校通学生徒学習用情報通信端末導入支援助成、

給食費の無償化等の負担軽減策を継続し、各種検定料の助成により、学びの意欲と基

礎学力の向上に努めます。  

 社会教育の推進の一つ目は、「地域社会における連携と見守り」、地域における体

制づくりであります。  

 地域の体制づくりにつきましては、小学生の安全・安心なふれあい・学びの場所と

して「浦臼町子ども広場」を通年開設し、保護者のニーズに応じた運営体制の充実を

図ります。  

 また、地域、町内会等が次代を担う子供たちの健全育成を推進するための事業支援

に加え、道立青少年体験活動支援施設ネイパルを活用するなど、地域の特色を活かし

た多様な体験活動を推進し、これからの活動の中核となるリーダーの育成に努めてま

いります。  

 乳幼児教育について、乳児にはブックスタート事業を継続し、読み聞かせボランテ

ィア活動への支援など子供の読書に親しむ機会の推進に努めます。  

 読書環境の充実につきましては、読書活動推進計画に基づき、だれもが気軽に利用

できる環境改善に努め、読書離れが懸念されていることから、小学校への移動図書事

業を行い、啓発に取り組んでまいります。  

 社会教育の推進の二つ目は、笑顔で活き生き学べる社会の実現であり、人生１００

年時代と言われる時代にあって、充実した人生を送るには、地域における多様な学び

の機会や個々の資質や能力を更新できる学びの場を充実させることが大切です。  

 文化・芸術につきましては、文化協会と協働し活動の振興に努めます。  

 また、本格的な施設環境で行われているミュージカル等を鑑賞できるよう、町民移

動芸術鑑賞会を継続するなど、芸術に触れることにより町民の感性を高め、心豊かで

潤いの持てるかおり高い文化の町を目指します。  

 社会教育関連団体の多くは、高齢化などにより活動する機会の減少が進んでおりま

すが、自主的かつ自発的な活動の支援と幼児、少年、成人等の各世代を対象とし、生

涯学習につながるような多様な社会教育事業の実施に努めます。  

 また、ＡＬＴによる小学１年生から４年生を対象とした「英語ふれあい教室」を本

年度も継続いたします。  

 文化財につきましては、浦臼町文化財保存会の協力をいただきながら、今日まで守

り伝えられてきた財産の保護・保存を行うとともに、郷土の歴史、自然・文化遺跡資

源の発信に努めます。  

 また、アイヌ遺跡や歴史的資料の保全・維持管理を適正に行ってまいります。  

 少子化・人口減少社会に対応した活力ある生涯スポーツを目指し、モルックなど、

誰もが参加できる楽しいスポーツのＰＲと場所の提供を推進し、子どもから高齢者ま

でのどなたでも笑顔で汗を流せる環境を目指し、施設の適正管理、利用率の向上に努

めます。  

 また、近年、児童生徒の体力・運動能力の低下や運動習慣の低減が進んでいること

から、「子供たちの体力向上教室」を継続し、運動習慣定着の推進を図ります。  
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 以上、令和６年度に取り組む重点施策について申し上げました。  

 第四期教育振興基本計画のコンセプトとされている「持続可能な社会の創り手の育

成」、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」のために教育は極めて重要で

あり、引き続き環境整備、各種施策の実施に取り組んでまいります。  

 町民の皆様並びに議員各位のご理解、ご協力を心からお願い申し上げ、令和６年度

の教育行政執行方針といたします。  

○議   長（小松正年君）  

 以上で、執行方針を終わります。  

 ここで、暫時休憩といたします。  

 

休憩  午前１０時４２分  

再開  午前１０時４７分  

 

○議   長（小松正年君）  

 それでは、休憩を閉じ、会議を再開いたします。  

 

    ◎日程第７  報告第２号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第７、報告第２号  繰越明許費繰越計算書の報告についてを議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 安田主幹。  

〇総務課主幹（安田良弘君）  

 それでは、議案書の４ページをお開きください。  

 報告第２号  繰越明許費繰越計算書の報告について。  

 令和５年度浦臼町一般会計予算の繰越明許費は、別紙のとおり翌年度に繰り越した

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により

報告する。  

 令和６年６月１３日提出  

 浦臼町長 川畑智昭  

 提案理由につきましては、地方自治法施行令の規定により、５月３１日までに繰越

計算書を調製いたしましたので、今回その内容をご報告させていただくものでござい

ます。  

 次のページをお開きください。  

 令和５年度浦臼町一般会計に係る繰越明許費繰越計算書でございます。  

 初めに、２款総務費、４項戸籍住民基本台帳費、事業名、戸籍附票システム改修事

業といたしまして、金額３７０万円、翌年度繰越額は同額の３７０万円でございます。 

戸籍に記載される振り仮名を戸籍附票に記載する改修でございます。  

 財源内訳につきましては、国庫支出金、社会保障税番号制度システム整備費補助金

といたしまして３５５万３，０００円、一般財源１４万７，０００円でございます。 
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 次に、２款総務費、４項戸籍住民基本台帳費、事業名、住民基本台帳システム改修

事業といたしまして、金額４５０万円、翌年度繰越額は同額の４５０万円でございま

す。  

戸籍附票同様に戸籍に記載される振り仮名を住民票及び印鑑登録台帳に記載する

改修でございます。  

 財源内訳につきましては、国庫支出金、社会保障税番号制度システム整備費補助金

といたしまして４３３万円、一般財源１７万円でございます。  

 続きまして、４款衛生費、１項保健衛生費、事業名、新型コロナウイルスワクチン

接種体制確保事業費といたしまして、金額５４０万４，０００円、翌年度繰越額は２

９万３，０００円でございます。  

 新型コロナウイルスワクチンの３月接種分に係る審査支払手数料を国保連合会に

本年６月に支払いを実施すること並びに接種データの副本登録システムの６回目及

び７回目接種分のデータレイアウトの改修でございます。  

 財源内訳につきましては、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

といたしまして２９万３，０００円でございます。  

 次に、４款衛生費、１項保健衛生費、事業名、新型コロナウイルスワクチン接種対

策事業費といたしまして、金額４３５万９，０００円、翌年度繰越額は１５万６，０

００円でございます。  

 新型コロナウイルスワクチンの３月接種分に係る委託料を本年６月に支払いを実

施するものでございます。  

 財源内訳につきましては、新型コロナウイルスワクチン接種対策事業費補助金とい

たしまして１５万６，０００円でございます。  

 次に、５款農林水産業費、１項農業費、事業名、施設園芸生産基盤緊急支援事業と

いたしまして、金額１１４万９，０００円、翌年度繰越額は同額の１１４万９，００

０円でございます。  

 資材価格の高騰や暑熱による収量減のリスク対応として、花き、メロン及びトマト

生産者に支援を行うものでございます。  

 財源内訳につきましては、施設園芸生産基盤緊急支援事業補助金といたしまして１

１４万８，０００円、一般財源１，０００円でございます。  

 以上、５事業につきましては、令和５年度浦臼町一般会計補正予算（第９号）にお

きまして、繰越明許費の補正の議決をいただきました事業でございます。  

 続きまして、７款土木費、３項住宅費、事業名、社会資本整備総合交付金事業とい

たしまして、金額１億３，１２０万円、翌年度繰越額は同額の１億３，１２０万円で

ございます。  

 日の出団地１棟４戸の解体工事、さくら団地Ａ棟の屋上防水改修工事及び中央団地

１棟８戸の内部改修工事でございます。  

 財源内訳につきましては、国庫支出金、社会資本整備総合交付金といたしまして２，

８５０万円、公共施設建設基金からの繰入金１億円、一般財源２７０万円でございま

す。  
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 当事業につきましては、令和５年度浦臼町一般会計補正予算（第８号）におきまし

て、繰越明許費の補正の議決をいただきました事業でございます。  

 翌年度繰越額合計につきましては１億４，０９９万８，０００円でございます。  

 以上が、報告第２号の内容でございます。よろしくお願い申し上げます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 報告第２号  繰越明許費繰越計算書の報告については報告済みといたします。  

 

    ◎日程第８  報告第３号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第８、報告第３号  繰越明許費繰越計算書の報告についてを議題といたしま

す。  

 提案理由の説明を求めます。  

 上嶋課長。  

〇建設課長（上嶋俊文君）  

 報告第３号  繰越明許費繰越計算書の報告について。  

 令和５年度浦臼町下水道事業会計予算の繰越明許費は、別紙のとおり翌年度に繰り

越したので、地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告する。  

 令和６年６月１３日提出  

 浦臼町長 川畑智昭  

 提案理由でございます。  

 令和５年度浦臼町下水道事業会計予算の繰越明許費につきまして、地方公営企業法

の規定により繰越計算書を調製いたしましたので、今回その内容を報告するものでご

ざいます。  

 次のページをお開きください。  

 令和５年度浦臼町下水道事業会計予算繰越計算書。  

 地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額でございます。  

 １款資本的支出、１項建設改良費、事業名、石狩川流域下水道事業、令和５年度予

算計上額２２０万３，０００円のうち令和５年度中の支払義務発生額３０万４，９２

３円、翌年度の繰越額２０万５，０００円でございます。  

 この翌年度繰越額２０万５，０００円の財源内訳でございますが、企業債が２０万

円、当年度分損益勘定留保資金５，０００円となっております。  

 また、予算計上額から支払義務発生額、翌年度繰越額を差し引きました不用額につ

きましては１６９万３，０７７円となってございます。  

 内容につきましては、水管橋の改修工事に伴いまして、河川管理者との協議が不調
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に終わったことにより、不測の時間を要したことが原因で、工事の着手が遅れたこと

から、年度内に事業を完成することができない見込みとなったものでございます。  

 以上が、報告第３号の内容説明でございます。よろしくお願い申し上げます。  

以上です。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 報告第３号  繰越明許費繰越計算書の報告については報告済みとします。  

 

    ◎日程第９  報告第４号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第９、報告第４号  浦臼町土地開発公社の経営状況の報告についてを議題とし

ます。  

 提案理由の説明を求めます。  

 安田主幹。  

〇総務課主幹（安田良弘君）  

 それでは、議案書の８ページをお開きください。  

 報告第４号  浦臼町土地開発公社の経営状況の報告について。  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、浦臼

町土地開発公社の経営状況を別冊のとおり報告する。  

 令和６年６月１３日提出  

 浦臼町長 川畑智昭  

 提案理由につきましては、地方自治法の規定により、浦臼町土地開発公社に係る令

和５年度事業報告及び決算報告並びに令和６年度事業計画及び事業予算に関する書

類を作成し、今回その内容を報告させていただくものでございます。  

 本報告案件につきましては、報告書として配付させていただいておりますことか

ら、要点についてのみご説明とさせていただきます。  

 初めに、令和５年度の事業及び決算状況をご説明申し上げます。別冊、令和５年度

事業報告書及び収入支出決算書の２ページをお開きください。  

 本公社が平成２８年度より計画を進めてまいりました旧田宮団地分譲事業は、令和

３年度をもちまして完売するに至りましたことから、令和５年度におきましては重立

った事業はございませんでした。  

 浦５分譲地事業につきましては、町内動向を勘案し、計画を進めております。  

 次に、理事会の開催状況でございますが、当年度につきましては２回の開催となっ

ており、内容につきましては報告書記載のとおりでございますので、ご高覧いただき

たいと存じます。  

 続きまして、決算状況をご説明いたしますので、次のページをお開きください。  
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 浦臼町土地開発公社決算報告の（１）決算運用書をご覧ください。  

 収入決算額につきましては、前年度繰越金、受取利息を合わせまして２３５万８，

１６９円でございます。  

 次のページをお開きください。  

 支出の執行額につきましては、人件費及び経費を合わせました一般管理費と繰越金

を合わせまして、収入決算額と同額の２３５万８，１６９円でございます。  

 詳細につきましては、次ページ以降の貸借対照表、損益計算書、財産目録、出資金

明細表及びキャッシュ・フロー計算書をご高覧いただきたいと存じます。  

 続きまして、令和６年度事業計画及び収入支出予算についてご説明申し上げます。

別冊令和６年度事業計画書及び収入支出予算書の２ページをお開きください。  

 令和６年度の事業計画につきましては、（１）分譲事業計画といたしまして、浦５

分譲事業に係る用地測量等を計画してございます。  

 金額並びに分譲地の概要につきましては記載のとおりでございますので、ご高覧い

ただきたいと存じます。  

 ４ページをお開きください。  

 令和６年度収入支出予算資金計画書の収入につきましては、前年度繰越金及び事業

外収入を合わせまして、合計２２３万円を計上してございます。  

 次のページをお開きください。  

 支出につきましては、事業費及び公社の運営経費であります一般管理費のほか予備

費、繰越金を合わせまして、収入と同額の２２３万円を計上してございます。  

 人件費並びに経費明細書につきましては６ページに記載のとおりとなってござい

ますので、ご高覧いただきたいと存じます。  

 以上、概要をご説明申し上げまして、浦臼町土地開発公社の経営状況のご報告とさ

せていただきます。よろしくお願いいたします。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 報告第４号  浦臼町土地開発公社の経営状況の報告については報告済みとします。 

 

    ◎日程第１０ 議案第２５号   

○議   長（小松正年君）  

 日程第１０、議案第２５号  浦臼町税条例の一部を改正する条例についてを議題と

します。  

 提案理由の説明を求めます。  

 明日見課長。  

〇住民課長（明日見将幸君）  
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 議案書の９ページをお開き願います。  

議案第２５号  浦臼町税条例の一部を改正する条例について。  

浦臼町税条例（昭和２５年浦臼町条例第１３号）の一部を次のように改正する。  

令和６年６月１３日提出  

浦臼町長  川畑智昭  

 提案理由でございますが、地方税法の一部を改正する法律（令和６年法律第２号）、

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第３４号）、地方税法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第４号）、地方税法施行令の一部を改正する政令（令

和６年政令第１３６号）の公布に伴いまして、本条例の一部を改正するものでござい

ます。  

 内容につきましては、別冊参考資料によりご説明申し上げますので、資料の１ペー

ジをお開き願います。  

 今回の条例改正は、国の法律改正に合わせたものでございますので、主な部分のみ

ご説明させていただきます。  

 まず、条例第５１条、町民税の減免、条例第７１条、固定資産税の減免につきまし

ては、町長が職権により減免できることを追加するものでございます。  

 ２ページをお開き願います。  

 条例第１３９条の３、特別土地保有税の減免につきましても、町長が職権により減

免できることを追加するものでございます。  

 次に、条例第１４２条につきましては、入湯税の課税を免除すべき年少者の規定に

つきまして、浴場使用料の料金区分とあわせて小学生以下とするものでございます。 

 次に、附則第５条の２でございますが、雑損控除の対象となる損害につきまして、

令和６年能登半島地震災害に係るやむを得ない支出を含むものの特例の規定となっ

ているものでございます。  

 次のページをお開き願います。  

 次に、附則の第６条でございますが、法律の改正によりまして、項のずれの改正を

行うものでございます。  

 次のページをお開き願います。  

 附則第７条の５でございますが、法律の改正によりまして文言の修正を行うもので

ございます。  

 次に、附則第７条の６でございますが、納税通知書に記載すべき住民税額に森林環

境税を含めるための改正となっているものでございます。  

 続きまして、資料の６ページをお開き願います。  

 次に、附則第７条の７でございますが、年金から特別徴収すべき住民税に森林環境

税を含める旨の改正となってございます。  

 資料の８ページをお開き願います。  

 附則第８条から資料１１ページの附則第２０条の３第５項でございますが、これに

つきましても法律改正によりまして文言等の修正を行うものでございます。  

 議案書の１１ページをお開き願います。  
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 附則、この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用するものでご

ざいます。  

 ただし、改正後の浦臼町税条例附則第５条の２及び附則第６条の規定につきまして

は、令和６年２月２１日から適用するものでございます。  

 以上が、議案第２５号  浦臼町税条例の一部を改正する条例についてのご説明でご

ざいます。ご審議いただきまして、議決賜りますようお願い申し上げます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第２５号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第２５号  浦臼町税条例の一部を改正する条例については原案の

とおり決定しました。  

 

    ◎日程第１１ 議案第２６号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第１１、議案第２６号  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適

用に伴う固定資産税の特例に関する条例の制定についてを議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 明日見課長。  

〇住民課長（明日見将幸君）  

 議案書の１２ページをお開き願います。  

議案第２６号  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固

定資産税の特例に関する条例の制定について。  

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例

に関する条例を次のように制定する。  

令和６年６月１３日提出  

 浦臼町長 川畑智昭  

 提案理由でございますが、令和６年３月３０日に、奄美群島振興開発特別措置法第
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３８条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める

省令等の一部を改正する省令（令和６年総務省令第３５号）の公布によりまして、過

疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２４条の地方税の課税免除又は不

均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（令和３年総務省令第３１号）

の一部が改正され、令和６年４月１日から適用されたことに伴いまして、固定資産税

の課税免除等に係る規定の整備が必要であるため制定するものでございます。  

 次のページをお開き願います。  

 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例

に関する条例でございます。内容をご説明申し上げます。  

 まず、第１条、趣旨でございますが、過疎法及び地方税法に基づきまして、本条例

の特例を定めることを規定しているものでございます。  

 第２条、特例措置でございますが、対象者、期間、要件、対象設備となります取得

価格の合計、業種及び資本金の額による法人の規模によって規定をしているものでご

ざいます。  

 なお、第２項でございますが、課税免除の期間を３年間と定めているものでござい

ます。  

 次に、第３条、課税免除の取消し等でございますが、不正等があった場合、取り消

しの要件として四つの項目を定めているものでございます。  

 次に、第４条、適用除外でございますが、浦臼町工業振興促進条例で、課税免除の

適用を受ける場合でございますが、浦臼町工業振興促進条例を優先するものでござい

ます。  

 次に、第５条、委任でございますが、本条例の施行に関しまして必要な事項は規則

で定めるものでございます。  

 次のページをお開き願います。  

 附則、第１項、施行期日でございますが、この条例は、公布の日から施行し、令和

６年４月１日から適用するものでございます。  

 第２項、この条例の失効でございますが、令和９年３月３１日限り、その効力を失

うものでございます。  

 第３項、失効に伴う経過措置でございますが、この条例の失効前に取得等をした設

備に対する固定資産税の免除につきましては、この条例は前項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、その効力を有するものでございます。  

 以上が、議案第２６号  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に

伴う固定資産税の特例に関する条例の制定についてのご説明でございます。ご審議い

ただきまして、議決賜りますようよろしくお願い申し上げます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  
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 これの取り消しに該当する項目なのですが、町税を滞納したときという項目があり

ます。この町税を滞納したときという部分の判断は、どういう部分で滞納という結論

といいますか、したという判断で取り消しという判断をするのか、その滞納という部

分をどこの範囲までのことで決定するのかお聞きしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 明日見課長。  

〇住民課長（明日見将幸君）  

 静川議員のご質問にお答えします。  

 基本的には納期限がございますので、そこまでに納められなかったら滞納になるか

と思いますので、よろしくお願いいたします。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 結局、税は全額決まった額があるのですが、例えば継続して払っておられる方、少

しずつという言い方なのでしょうか、そういう方、それも一部滞納になってしまうの

ですけれども、それから納期限の話もありましたが、たまたま納期限に払えなくて、

またいでしまったとか、いろんな部分が起きてくると思います。  

 その滞納という分を例えばもう何か月も払わなかったよとか、そういった部分とい

う考え方はどうなのかというのがあるのですけれども。その辺、例えばたった１日払

えなかったので次になっちゃったよというので、それで滞納だよという話になるの

か。そういった滞納という部分をどういう判断でするかということを改めてお聞きし

たいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 ただいまの質問に答弁お願いします。  

 國田主幹。  

○住民課主幹（國田幹夫君）  

 静川議員のご質問にお答えさせていただきます。  

 基準におきましては、町税収納システムに記録がされないものについては滞納とい

う区分で位置付けをさせていただきたいと思っております。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ほかに質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  
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○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第２６号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第２６号  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適

用に伴う固定資産税の特例に関する条例の制定については原案どおり決定しました。 

 

    ◎日程第１２ 議案第２７号   

○議   長（小松正年君）  

 日程第１２、議案第２７号  浦臼町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例についてを議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 齊藤課長。  

〇福祉課長（齊藤淑恵君）  

 議案書１５ページをお開き願います。  

議案第２７号  浦臼町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について。  

浦臼町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年浦

臼町条例第２０号）の一部を次のように改正する。  

令和６年６月１３日提出  

浦臼町長  川畑智昭  

 提案理由を申し上げます。令和５年１２月２２日の閣議におきまして、こども未来

戦略が決定されました。これに基づき家庭的保育事業等の施設及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部を改正し、保育所等における満４歳以上

児及び満３歳児の職員配置の最低基準について見直しが行われたことから、本条例の

所要の改正をするものでございます。  

 改正の内容について、新旧対照表によりご説明いたしますので、別冊参考資料の１

２ページ、１３ページをお開き願います。  

 小規模保育事業Ａ型の職員について規定した第２９条、小規模保育事業Ｂ型の職員

について規定した第３１条、保育型事業所内保育事業所の職員について規定した第４

４条、小規模型事業所内保育所の職員について規定した第４７条のいずれも第２項第

３号中にあります「２０人」を「１５人」に、同項第４号中にあります「３０人」を

「２５人」に改めるものでございます。  

 議案１６ページにお戻り願います。  

 附則、この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 以上が、議案第２７号についての説明でございます。ご審議の上、議決いただきま
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すようお願いいたします。  

以上です。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 国の指導があって、今回こういう子どもの人数に先生１人の配置を決めたと思うの

ですけれども、これを本町に当てはめた場合、先生の充足率というのは足りていくの

でしょうか。  

○議   長（小松正年君）  

 齊藤課長。  

〇福祉課長（齊藤淑恵君）  

 柴田議員の質問にお答えいたします。  

 現在、認定こども園につきましては、３歳児、４歳児につきましては、いずれにつ

きましても１５名以下というような児童数になってございますので、この条例に関し

ては適合していると判断いたします。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 今後に関しても先生が不足する事態には陥らないということでいいのでしょうか。 

○議   長（小松正年君）  

 齊藤課長。  

〇福祉課長（齊藤淑恵君）  

 お答えいたします。  

 現状、現在のこども園の学級につきましては不足することはないと考えてございま

す。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 たしか、それぞれの何歳児を足していった場合に、本町の保育園は４５人ですか。

それは結局総体的に、人数を今後、対外的にもアピールしていくときには減った人数

になるのですか。それはそれでいくのですか。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 齊藤課長。  

〇福祉課長（齊藤淑恵君）  

 お答え申し上げます。  
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 定員につきましては、開設当時に認可されたという状況で４５名ということになっ

ておりますので、それにつきましては変わることはございません。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ほかに質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第２７号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第２７号  浦臼町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例については原案のとおり決定しました。  

 

    ◎日程第１３ 意見書案第１号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第１３、意見書案第１号  生涯を通じた歯科健診の実現を求める意見書を議題

とします。  

 お諮りします。  

 意見書案第１号は、会議規則第３９条第２項の規定により提案理由の説明を省略し

たいと思います。  

 これにご異議ありませんか。  

［「異議なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 異議なしと認めます。  

 したがって、意見書案第１号は提案理由の説明を省略することに決定しました。  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  
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 これをもって、討論を終わります。  

 これより、意見書案第１号を採決します。  

 本案を原案のとおり採択することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、意見書案第１号  生涯を通じた歯科健診の実現を求める意見書は原案

のとおり採択することに決定しました。  

 

◎日程第１４  意見書案第２号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第１４、意見書案第２号  ゼロカーボン北海道の実現に資する森林・林業・木

材産業施策の充実・強化を求める意見書を議題とします。  

 お諮りします。  

 意見書案第２号は、会議規則第３９条第２項の規定により、提案理由の説明を省略

したいと思います。  

 これにご異議ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 異議なしと認めます。  

 したがって、意見書案第２号は提案理由の説明を省略することに決定しました。  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、意見書案第２号を採決します。  

 本案を原案のとおり採択することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、意見書案第２号  ゼロカーボン北海道の実現に資する森林・林業・木

材産業施策の充実・強化を求める意見書は原案のとおり採択することに決定しまし

た。  

 

    ◎日程第１５ 所管事務調査  
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○議   長（小松正年君）  

日程第１５、所管事務調査についてを議題とします。  

総務産業常任委員長から、閉会中の事務調査について、会議規則第７３条の規定に

より申し出があります。  

お諮りします。  

総務産業常任委員長からの申し出のとおり、閉会中の事務調査に付することにご異

議ありませんか。  

［「異議なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

異議なしと認めます。  

したがって、総務産業常任委員長からの申し出のとおり、閉会中の事務調査に付す

ることに決定しました。  

 

    ◎散会の宣告  

○議   長（小松正年君）  

これをもって、本日の日程は終了しました。  

したがって、本日はこれにて散会とします。  

なお、明日１４日から２０日は休会とし、２１日午前１０時より議会を再開します。 

本日は大変ご苦労さまでした。  

                                             散会   午前１１時２６分  
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                                             開議   午前１０時００分  

    ◎開議の宣告  

○議   長（小松正年君）  

 本日の出席人員は８名全員です。定足数に達しております。  

これから、本日の会議を開きます。  

 本日の議事日程は、お手元に配付してあります日程表の２日目に基づき、順

を追って進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。  

 

    ◎日程第１  一般質問  

○議   長（小松正年君）  

日程第１、これより一般質問を行います。  

 順次、発言を許します。  

 発言順位１番、静川広巳議員。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 それでは、議長のお許しをいただきましたので、令和６年第２回定例会に

おきます一般質問を町長に２件、教育長に１件、したいと思います。よろし

くお願いします。  

 まず、町長に１点目ですが、定額減税についてであります。  

 今日、急激な物価の上昇が続いており、政府はさまざまな政策を打ち出し

ております。  

 中でも定額減税は直接的な個人の可処分所得の増加につながるため、令和

６年度税制改正に伴い実施されることになりました。  

 定額減税の対象となる方は、合計所得金額が１，８０５万円以下、給与収

入のみの場合は給与収入が２，０００万円以下の方である。  

 定額減税は、令和６年分の所得税・令和６年分の個人住民税について、納

税者及び同一生計配偶者または扶養親族１人につき所得税から３万円、住民

税所得割額から１万円がそれぞれ控除されることになっております。  

 所得税については、会社員、パート、アルバイトなど給与所得者は令和６

年６月の源泉徴収税額から、フリーランスや事業所得者等は令和６年分確定

申告時に控除されるということになっております。  

 住民税については、給与所得者は個人住民税から減税分を控除し、令和６

年６月分を徴収せず、７月分からの１１か月で徴収するということでありま

す。事業所得者等は第１期分の税額から控除されるということです。  

 定額減税がそれぞれの税額から減税しきれない場合は、その差額を給付金

として支給することになります。給付金の事務手続は自治体が行い、本人が

申請することとなっております。  

 以上のことから、定額減税はかなりの職員の事務量、またいろんな部分で

の事務量になり、適正な処理を行うために町としてどのような対応をとって

いくのかお伺いいたしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  
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 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 静川議員の１点目のご質問にお答えいたします。  

 令和５年１２月２２日閣議決定されました「令和６年度税制改正大綱」に

おきまして、国の経済対策に基づき賃金上昇が物価高に追いついていない国

民の負担を緩和するため、デフレ脱却のための一時的な措置として、令和６

年分の所得税から１人当たり３万円、個人住民税から１人当たり１万円分を

減税するものでございます。  

 制度内容等につきましては、報道等でもあるように制度の仕組みや実務が

明らかになるにつれて、業務システムの改修や事務手続を理解する時間や作

業の日程も限られ、通常業務にプラスして事務負担が増大し、民間企業や自

治体でも複雑過ぎる内容に影響を受けていることは議員ご指摘のとおりでご

ざいます。  

 まず、定額減税を受けるには、町が保有する税情報をもとに定額減税額を

算出する必要がありますが、特に本人からの申請等は必要ありません。  

 しかし、この制度におきましては、所得税と個人住民税の納付額が減税額

に満たない場合、その差額を調整給付金として支給する必要があります。  

 納税者本人と扶養親族の数から算定される減税額が定額減税を行う前の所

得税額、個人住民税額を上回っており、定額減税をしきれないと見込まれる

方には差額を調整給付金として支給いたします。  

 なお、給付金事業の算定には、「確定申告書」「給与支払報告」「公的年

金等支払報告書」に記載のある申告額を元に、令和６年所得税額、個人住民

税の課税額を把握し、調整給付金を算定しております。  

 基準額は令和６年６月３日と設定し、抽出した対象者の方に調整給付金確

認書兼申請書を送付し、申請書を受理した後審査を行いまして、支給してま

いります。  

なお、支給時期は８月末を目標に手続を進めてまいりますが、準備が整い

次第、速やかに支給できるよう努めてまいります。  

以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、再質問ございますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 国は意外と簡単に考えているようにお見受けするのですが、末端の我々に

してみたらすごい事務量とすごい解釈の難しさというのが特に多いと、私は

感じています。  

 各自治体、市町村も大変だと思うのですけれど、どれだけ把握をちゃんと

できるかということだと思うのですね。これが最終的に分かるのは、恐らく

来年の確定申告が終わった、もしくは申告を出した時点で、そこでどれだけ

ちゃんとした精査ができるか。  

 ほとんどの自治体が機械でやっているところ、浦臼町も恐らくそういった

計算機械、ある程度はソフトがあると思うのですが、しかしながらほかのほ
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とんどの自治体はさらに手計算して確認するとしているそうです。そこまで

しないと、お金という問題でなかなか難しいということで、どこで確定する

のか、これが間違いないのかという部分がまず一つあって、自治体の事務が

とても大変だと私は見ています。  

 というのは、実は私自身も冬には税金のお手伝いをするのですが、特に農

業者、事業所得者も対象になります。  

 今回の制度でこの対象になるのは、要は納税をしている方なのです。納税

をしていない方は対象にならないということになっています。ということは、

青色申告をしている方は専従者という方々を付けています。その専従者に給

与を一応払いますが、結構な方が、税金が出ないように給与所得控除後の額、

それから個人の基礎控除額を足した９６だったか、１０８万円ぐらいの給与

で抑えている方がかなりいます。  

 これは、要は給与所得者であって、給与をもらいながら源泉税が出ないと

いうやり方をしています。こういう方は最終的に納税者ではないのです。所

得があっても、どこにも所属しないという部分になります。要は低所得者で

もない、それから非課税所得者でもないという。そういう部分にあっても、

専従者なので、その人１人世帯という扱いで納税がないので、その人方には

３万円は当たりません。当然、扶養にもなっていませんので、あくまでも納

税がないということで３万円は当たらないということになります。  

こういうちょっと不公平感が定額減税にあるというのが現状です。結局、

これを私、どうしようかと考えなくてはいけないのですが。農業者の方には

やっぱり教えた方がいいのかなというか、こういう方法もあるよというか、

逆に言えば税を出せばいいという話になるのですね。  

 そうなると、もう既に始まっていますので、専従者給与を払う方では１２

月にボーナスが出せるのです。ボーナスを出すことによって、そこで税金を

払うという格好を取るしかないかなと思っています。そこで税を出す。  

例えば３，０００円でも４，０００円でも税金が出るボーナスを払って、そ

こで税額を払ったという形を取って確定申告をするという形でもやらない

と、その給付金が当たらないという格好になっちゃいますので。これが、果

たしてこういうやり方を正統的にやっていいかどうかという問題があるので

すが、ただ給与なので報酬は出せるということになっていますから、方法と

してはあります。  

 こういうことも考えなくてはいけないような制度の仕組みというのが、ち

ょっとおかしいかなという気がしていますが、現実的にそういう仕組みにな

っています。  

 こういったことをある程度把握しながら、どのようにこの制度を活用して、

ちゃんとお金を戻していくのか。そういったことを考えなくてはならないか

なと思っていますので、制度としてこの減税の仕組み、そういったものをど

の辺まで理解をされて、どこまでちゃんと教えることができるのか、お聞き

したいと思っています。  

○議   長（小松正年君）  

 明日見課長。  
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〇住民課長（明日見将幸君）  

 静川議員のご質問にお答えをいたします。  

 議員ご指摘のとおり所得税は国税であるため、浦臼町では事務は取り扱っ

てはいないのですけれども、Ｑ＆Ａとかをちょっと私も見まして、ご答弁を

させていただきたいと思います。  

 専従者給与につきましては、議員ご指摘のとおり当たらない人がいるかと

思います。  

 調べたところ、国の方でもそういう方については今後当たるようにしたい

という記事もございますので、これから国の方といろいろ情報を注視しなが

ら、今後町としても国のルールに基づいて支給できればなと思ってございま

す。  

 これから予算がつきまして、我々も一応リストは持ってはいるのですけれ

ども、今後手計算をして給付ミスがないように取り進めていきたいと思って

いるところでございます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 一生懸命理解していただきたいところはあるのですけれど、結局これの大

きな部分というのは、所得者というのは大きく分けて三つありますよね。  

 一つが給与所得者という部分と、それから我々青色申告やっている事業所

得者、それともう一つが年金所得者と言われる部分があります。  

 これが恐らく一番大きな所得の関係で出てくる人方のものだと思っていま

す。  

 この辺をそれぞれしっかりと、特に年金所得者もそうですけれども、源泉

税の出ない年金所得者って結構おりますから、そういった部分も含めた中で、

そこの部分も年金所得者なり、いろんな方にちゃんと説明ができて、いや、

こうだよという部分がしっかりとわかるような形をこの１年間と言いましょ

うか、来年の確定申告までにはしっかりと説明ができるようにと思っていま

すが。  

その辺三つの柱というか、三つの部分に対してしっかりとできているので

しょうか、どうでしょうか。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 明日見課長。  

〇住民課長（明日見将幸君）  

 給与所得者、事業所得者、年金所得者、それぞれ違いますけれども、我々

としては誠心誠意をもって皆様に給付できるよう努めてまいりますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  
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 それでは、２番目の質問ありますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 それでは、町長に２点目であります。  

 公用車をＥＶ化ということでご質問させていただきたいと思います。  

 日本は、２０２０年１０月に２０５０年カーボンニュートラルを目指すこ

とを宣言いたしております。  

 ２０２１年６月には経済産業省が中心となり、「２０５０年カーボンニュ

ートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、１４の目標を掲げております。 

 その目標の一つには、「乗用車は２０３５年までに、新車販売で電動車１

００％を実現する」というものがあります。また、２０５０年までにはガソ

リン車の利用も禁止され、ガソリン車は完全に廃止となるとされております。 

 そのことを踏まえ、町としても段階的に公用車をＥＶ車に切り替えていき、

自治体が自動車ＥＶ化に積極的に取り組むことで、地域のカーボンニュート

ラルの促進につながると思いますが、町の姿勢をお伺いいたしたいと思いま

す。  

 ちょっとつけ加えなのですが、乗用車が２０３５年までに新車販売で電動

車１００％に、ということですが、２０３５年までにはガソリン車の販売も

しない、新車の販売はもうしない方向だということで理解していただきたい

と思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 静川議員の２点目、公用車のＥＶ化についてのご質問にお答えいたします。 

 環境負荷の低減対策につきましては、世界的潮流の中、議員のご質問にも

ありました国の成長戦略やカーボンニュートラル宣言は、当然、承知してい

るところであり、町といたしましても、昨年のゼロカーボンシティー宣言に

伴い、地球温暖化対策実行計画、事務事業編の見直し作業をはじめ、農業分

野における環境課題への取り組みなど、町政執行方針にて申し上げたとおり

でございます。  

 公用車につきましては、平成２３年度以降、庁用車管理計画に基づき順次

更新を進めてきており、本年度をもっておおむね完了いたします。  

 ＥＶ車につきましては、ゼロカーボン以外にも災害時における電源供給な

ど一定の有効性が認められますが、充電スポットの普及がまだまだ高いとは

言えないこと、北海道特有の冬期間における走行性や安全性などにおいて課

題もあると感じているところです。  

 行政がＥＶ化に積極的に取り組み、規範を示すことで、カーボンニュート

ラルの促進につながることは議員と同じ思いであります。  

 今後につきましては、庁用車管理計画初期に導入した車両から順次、更新

時期を迎えることとなりますので、車種選定において、ＥＶ車を含めた次世

代自動車（ＨＶ、ＰＨＥＶ）などを優先的に選択するなど、当該車両の用途
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や求められる性能を勘案した上で、更新時に導入してまいります。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再質問ございますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 これは恐らく全国民がどこまでこれを理解しているかということにもなる

し、車を販売する方とか車をこれから必要とされる業者なり個人的にもこう

いった問題があるよというのをどこまで把握しているのか、ちょっとわかり

ませんが。国はこういう形でやっているということでもありますので、この

辺はもう町民の方にもぜひどこかの時点で、こういうことがあるよと教えて

あげたらいいかなと思います。  

 前にも蛍光灯の関係でやったことあるのですけれど、同じようにこういっ

たことが将来あるよ、というのも町民の方にも教えてあげたらいいかなと思

っております。  

 町長が言われたとおり、確かに今電気自動車はというか、日本はかなり技

術が進んではいるのです。  

 世界的にもこういったクラスでは日本はかなりいい技術を持っているので

すが、なかなかそこが進まないというところなのでしょうけれども、町長が

言われたとおり、電気を充電する、道の駅でしたかね、置いていたのですが

利用者がないということで、管理維持費がかかるということで撤去したとい

うことが道内でもあるのですね。  

 こういったことが実は起きているのも現実なので、国も恐らく当然考えて

いかざるを得ないと思いますが、この辺も考慮しながら、今後、やはり町と

してもＥＶとは私は言いましたが、それに類することを先進的にやるべきな

のだろうなと思っております。  

 これから今言われたとおり、すごく公用車なり、それから大型が大きな問

題になります。特に、うちらみたいに今、自治体でスクールバスとか、すご

く生活交通にバスを走らせていますが、こういった部分までもだんだん影響

してきますので、今後いろんな部分で情報を得ながらやっていただければと

思いますが。その辺の把握の部分をどうお考えなのか、ちょっとお聞きした

いと思います。  

 今後、要はスクールバスとか町営バスにしても、多分更新になっていくの

ではないかと思うのですね。その辺も将来的に含めて、まだ先の話ですけれ

ども大きな概略的な、計画的なものがあればと思うのですが、どうでしょう。 

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 明確な計画書が出来上がっているわけではありませんので、私の思いとし

てお話をさせていただきますけれど、議員が申し上げたとおり、本当にＥＶ

車、世界的に一気にＥＶ化の流れかと思われていたところが、つい最近、去

年あたりから失速状態にありまして、各国、メーカーにおきましても、ガソ
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リン車を改めて造るという方向性を打ち出した企業もあるように聞いている

ところでございます。  

 町といたしましては、国として政策として今後進めていくという方向性は

出ておりますし、町としてもゼロカーボンシティーの宣言をしたところであ

りますので、当然取り組んでいかなければならないと考えております。  

 ただ、現状、先ほど申し上げたように、やはり北海道における特に安全性

という部分が１００％担保されていないという現状におきましては、やはり

ＨＶなりＰＨＥＶが現実的な選択肢になるのかなとは考えております。  

 ただ、北竜町さんなどは１台先行して入れられたとも聞いております。そ

れは多分象徴的といいますかシンボル的な扱いとして導入されたのだと思い

ますけれど、私たちもそれをまずやっていくのかを判断させていただきまし

て、少なくとも通常のガソリン車ということは、今後はなくなっていくのか

なと思っております。  

 ただ、これも議員が申し上げたように、大型車、バスですとか、トラック

ですとか、軽トラですとか、そのあたりが現実的にはまだまだＥＶ化という

のは先になろうかと思いますので、その車種、用途に応じて検討してまいり

たいと思います。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 それでは、３点目の質問お願いいたします。  

○６番（静川広巳君）  

 それでは、教育長に１点質問したいと思います。子どもの近視という問題

であります。  

 今日、子どもの近視は日本をはじめ世界的な問題となっております。  

 近視は軽度であっても、緑内障や網膜剥離など将来、近視以外の目の病気

につながるリスクを助長することが明らかになっております。  

 特に、日本では小学生、中学生、高校生などの子ども世代の近視人口の増

加が深刻であります。  

 文部科学省の「令和４年度学校保健統計  調査結果のポイント」によりま

すと、裸眼視力が１．０に満たない近視の子どもの割合は、小学校で３割を

超え、中学校では約６割、高等学校では約７割となっております。  

 近視によってコンタクトレンズや眼鏡で視力矯正を必要とする人の数も増

えております。  

 子どもたちの見え方を生涯にわたって良好に保つためには、近視にさせな

い、進行させない取り組みが必要になると思いますが、子どもたちが学校教

育を通して、目の健康について自ら学び実践することが重要で、学校と家庭

がしっかり連携することが必要と考えておりますが、このような状況につい

てどう考えているかお伺いいたしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 河本教育長。  
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〇教育長（河本浩昭君）  

 静川議員のご質問にお答えをいたします。  

 子どもの近視問題につきましては、ＧＩＧＡスクール構想やＤＸなどデジ

タル機器のない学習、生活は今や不可能な社会となっております。  

 そのような環境の中で、本町におきましても議員ご指摘のとおり児童生徒

の視力１．０未満の割合につきましては、過去３年間で児童およそ５割、生

徒およそ６割となっております。  

 現在、小中学校ともに保健便り等で、目を大切にすることについての啓発

を、児童生徒に加えて保護者にも行うとともに、養護教諭が特に気になった

児童生徒は保護者に連絡をし、眼科等の受診を勧めるなど保護者との連携を

図っているところであります。  

 また、小学校では目の愛護デーに合わせて、姿勢の乱れと視力の低下につ

いての学習や、６０秒以内にホワイトボード上の数字を順番に見つけるビジ

ョントレーニングを行い、中学校ではメディアコントロール（スマホやゲー

ムなどの使い方を考え、自分の生活や健康に影響しないように、上手な付き

合い方ができること）についての保険授業を行うなど、児童生徒に対する指

導についても行っております。  

 今後につきましても、ＩＣＴ活用に当たって、児童生徒の目の健康にも十

分配慮するとともに、保護者との連携強化も図ってまいりたいと考えており

ます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 再質問ございますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 今、教育長がおっしゃられたのですが、確かに２０２１年の４月からＧＩ

ＧＡスクール構想が始まりまして、全国、浦臼町もそうですが、１人１台端

末という時代になりました。子ども一人一人がこういうタブレットなりそう

いったものをすごく見る、またはそれが一つの授業として扱われることにな

ったと。  

 結局、学校がＩＣＴ化といいますか、そういう電子機器による教育という

のがちょっと多くなってきたという部分で、やはりこのときの調査でも視力

の低下は見られるという結果が出ています。  

 結局、これで文部省もそうなのでしょうけれども、それでは駄目だねとい

う話で、ＧＩＧＡスクール構想は良かったのですけれど、これではいけない

ので、では、これもやりながら目も守っていこうということが今後医学的に

出てくるということになっているみたいです。  

 なので、教育長、しっかりその辺、コンタクトを取りながら、情報を集め

ていただければと思っています。  

 特に最近、これは保健指導に当たるのでしょうけれど、スマホ首といった

かな、スマホを見ると首がこうなって、これがすごい目の病気なりいろんな

体の不調を引き起こす原因になっているということが最近、見解で出ていま
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す。  

 それを総称してスマホ首何だか症候群みたいなのがあるのですけれど、そ

ういった部分を含めながら、今すごく、子どもだけでなく大人までもそうい

う部分でちょっとしたことがすべての機能に影響を及ぼしているということ

もありますから、その辺しっかり把握しながら、学校も子どもたちをしっか

り守っていっていければなと思いますので、その辺、情報として何か得てい

たらと思いますが、どうでしょう。  

○議   長（小松正年君）  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 ただいまのご質問にお答えしたいと思います。  

 今のところ特に新しい情報等というのは得ていないのが正直なところで

す。  

 ただ、いろいろな情報を収集しまして、学校でもいろいろな視力低下につ

ながらないような指導を適切にしてまいりたいと思いますので、情報を幅広

く集めるように注意していきたいと思っております。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 本州の学校へ行きますと、例えば授業の中でやっているところありますね。

授業を一時中断して、５分、１０分なり外を見るとか、運動するとか、そう

いったことをやっているところがあるみたいですが。結局姿勢を正しくする

とか、そういった部分を例えば休み時間にでも子どもたちにいい改善方法、

外で遊ぶとか、太陽の日を浴びるとか、そういった啓蒙活動的なことはやら

れてはいらっしゃるのでしょうか、どうでしょうか。  

○議   長（小松正年君）  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 ご質問にお答えをいたします。  

 先ほど、最初の答弁でも申し上げたのですけれども、保健便り等で啓発等

を行っておりまして、例えば小学校でありましたら、３０分、クロームブッ

クを使ったら、遠くを見て２０秒目を休めましょうでありますとか、あと実

際に養護教諭が保健の授業をやっておりまして、正しい姿勢でありますとか、

視力低下につながらないような授業を小学校ではやっております。  

 中学校におきましても、養護教諭が朝学習の時間を活用して、各教室で１

０分程度の指導をしているという実績もございます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 次に、発言順位２番、野崎敬恭議員。  

 野崎議員。  
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○４番（野崎敬恭君）  

 令和６年第２回定例会におきまして、認定こども園の使用済みおむつの処

理について、町長にお伺いいたします。  

 ことし２月１３日に農業系３団体と議会懇話会を行い、お互いに忌憚のな

い話の中で認定こども園の使用済みおむつの持ち帰りの話題が出ました。  

 子どものいる方数名にも聞いたところ、持ち帰りではなくまとめて処理を

していただければありがたいとのことでありました。  

 令和５年１月２３日、厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室等

からの事務連絡があり、「保育所等における使用済みおむつの処分について」

と題して、使用済みおむつの持ち帰りがなくなることで、保護者の負担軽減

や保育士・保育教諭の負担軽減につながることから、保育所等において使用

済みおむつの処分を行うことを推奨するとしている文書が出ました。  

 また、処分費用の取り扱いは、この事務連絡の根拠となった調査結果にお

いて、園の運営費の中から負担するか、自治体の補助を活用するか、保護者

からの実費徴収等で行うのかとなっており、「事前に保護者に対して実費徴

収の使途や理由等について丁寧な説明をした上で、保護者の同意を得ること

で実費徴収することも差し支えはない」としている。  

 このように子育て世帯への支援を行うことで、浦臼町の子どもが増えるこ

とにつながるのではないかと考え、使用済みおむつの処理についての対応を

町長にお伺いいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 今回の質問につきましては、令和４年第３回定例会において同様の質問が

なされ、その後、園側と協議をいたしました。  

 国は、園側で使用済みおむつの処分をすることを推奨していることを伝え

た上で、園としての考え方を確認したところ、子どもの健康状態を把握する

ためには、保護者に持ち帰ってもらった方がよいという考えであることや、

たくさんの使用済みのおむつを収集日まで保管することは保管場所やにお

い、衛生面でも問題があり、逆に職員の負担が大きくなると回答をいただき

ましたので、保護者に持ち帰っていただくことを町として了解しております。 

 今回、野崎議員から質問を受けたことから、園側と改めて確認協議をいた

しましたところ、おむつ使用者については、入園児に保護者へ保管場所等を

実際に見てもらいながら、健康状態把握のために使用済みのおむつの持ち帰

る趣旨について丁寧に説明し、同意を得ていることから、保護者に持ち帰っ

ていただく方針は変わらないとのことであります。  

 また、気になる排せつ物があった場合には、連絡帳に記載して情報共有を

しているという回答もいただいており、これらの運用については、町も同意

をしているところでございます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  
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 再質問ございますか。  

 野崎議員。  

○４番（野崎敬恭君）  

 今、私が申しましたのは、先の静川議員が質問したところから、少々視点

を変えて、子育てが忙しい保護者の視点に立って質問いたしたい、そのよう

に思っております。  

 厚労省が各市町村に対し、事務連絡にて通達を出したのは、子育て中のパ

パ、ママを救いたいという団体の保育園からの使用済みおむつ持ち帰りをな

くすプロジェクトが動いたことで、２０２２年９月に請願を出し、２０２３

年１月にわずか４か月で厚労省が通達を出したことになっております。かな

りスピーディーに国も動いたわけです。  

 使用済みおむつのごみ箱の購入費用も補助を出すという内容も含まれてい

て、ごみの保管が難しいところもあるが、解決するのではないかと、私はそ

のように考えております。  

 浦臼町は、早くから手厚く子どもに対する各種助成、医療、通学など管内

でも早目に手を打ってきたと思っております。  

 乳幼児のいる保護者は、毎日家事、育児、あるいは外仕事もこなしていま

す。そのような保護者に対して、町としても幼児を預かる保育所を運営して

います。ですが、おむつの処理は入っていない。  

 少子化の中において育てている親に対し、もう少し町も手伝いをすること

はよいことではないのかな、そのように思っております。  

 また、お便での健康状態の観察の問題もありますが、緊急な状態以外は毎

日自宅で十二分に母親も父親も観察はしていると思います。  

 その点はあまり問題にはならないのではないか、そのように私は思ってお

ります。  

 浦臼町は子育てガイドにあるように、子どもを授かっても子育てのしやす

い町、町も一緒に子育てを手伝ってくれる町であると思うが、子育て世代が

もう少し手伝いをしていただきたいと思う現状ならば、できる範疇でスピー

ディーな対応をしていただきたい。  

 子どもが増えるか、現状ならば町の学校運営の安定や移住、定住、Ｕター

ンに寄与するのではないかという思いで、町には素早い行動をお願いしたい、

このような小さな積み重ねを重ねて、この浦臼町が本当の意味で子育てに優

しい町、そのような町になってほしいと思います。  

 答弁よろしくお願いいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 ただいまのご質問にお答えいたします。  

 まず、前提として、指定管理者に管理運営をお願いしているというのがご

ざいます。  

 当然、揺籃会の中でのこういった事業ということで運営を行っていただい

ているところでございますけれど、浦臼町のほかにも深川市にも保育施設が
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ございまして、揺籃会の指定といいますか、対応としては、浦臼町で行われ

ているやり方が揺籃会としての考え方であり、それの方がメリットが多いと

いう判断をされていると聞いております。  

 ただ、議員もおっしゃられるとおり、保護者の方々の利便性を考えますと、

当然、そちらの方が時代の流れにはなっているのかなとは私も考えていると

ころではございますけれど、なかよしだけの問題ではなくて、揺籃会の方々

との話し合いによって決めていくべきものに現状なっておりますので、今後

とも話し合いは続けていきたいと思います。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 野崎議員。  

○４番（野崎敬恭君）  

 現状、今、約７割近くが園の方での一括処理の状態になっていると思いま

す。  

 これからまださらにあと５年したら、大体ほとんどの自治体がお持ち帰り

ということになるのか、もしくは厚労省から一括処理しなさいという指示が

出るのかもしれませんが、いずれにしてもそんなに長い時間かける問題では

なく、よく指定管理者と協議してなるべく早く実施して、町の若い子育て世

代の保護者の安心と、また、浦臼町は住みやすい、育てやすい、そういう希

望を持ってもらって、移住していただけるような町になってほしい、そのよ

うに思っております。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 おっしゃるとおり７割がそうなっているという現状もございます。間違い

なく時代は１００％の方に向かっていると思っていますので、話し合いを続

けさせていただきます。  

○議   長（小松正年君）  

 次に、発言順位３番、砂場明議員。  

 砂場議員。  

○１番（砂場  明君）  

 令和６年第２回定例会の一般質問をさせていただきます。  

 私からは、高等学校通学等支援助成のことを教育長にお伺いいたします。  

 浦臼町には高等学校通学助成金があり、高校生１人当たり保護者に月額上

限１万円が交付されています。  

 浦臼町の子どもは、高校に通学する際、必ず町外に行かなければならず、

公共交通機関で通学している。その通学費を一覧表にまとめましたので、別

表をご覧ください。少し説明させていただきます。  

 まず最初に、一番多いであろう浦臼滝川線ですが、１か月の定期代金が１

万５，１２０円、３か月の定期を買って１か月換算すると１万４，３６７円

となっております。  
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 ここで全てが賄えればいいのですが、やはり高校生になりますと、部活や

塾等々で浦臼町のバスが最終６時半ということなので、そこに乗れない子ど

もたちが増えています。  

 その次なる足となるのが、次のＪＲ奈井江滝川線になります。１か月の定

期代が９，２９０円、３か月を１か月換算すると８，８１７円、ＪＲは６か

月定期もございますので、それを１か月に換算すると８，３６８円となって

おります。  

 また、ここに奈井江滝川線でございますので、どうしても奈井江町まで行

く足が必要になってきます。  

 一番多いのはバスに乗るケースなのですが、それが一番下の奈井江駅行に

なっておりまして１か月５，０４０円、３か月４，７９０円となっておりま

すが、奈井江町まで割と夏場ですと自転車で通う子どももいたり、また親が

送るケースも少なくはありません。  

 続いて、浦臼砂川線ですが、１か月の定期が１万２，６００円、３か月を

１か月換算すると１万１，９７０円、６名が利用しています。  

 この６名の中の子どもの１人とお話したのですが、ターミナルから駅まで

どうしているのだという話を聞いたときに、僕、歩くのが速い方なのでと注

釈をつけながらも２０分かかると言っておりましたね。  

 高校に行くまでのバスもございますので、そこに乗る生徒っているのかい

と聞いたら、割といるような話もしておりましたので、その金額がまた追加

になると思います。  

 続いて、上りですが、奈井江岩見沢線、１か月定期が１万４１０円、続い

て３か月９，８７０円、６か月９，３７０円、２名、今のところ通っている

と思っております。  

 １名は岩農に行っていまして、夏場は駅から自転車で高校まで行けるとい

うことですので、その奈井江町行きのバスに何とか間に合うということで、

夏場は通っていますが、雨の日だとか冬のときは親が送っているそうです。  

 また、岩農に関しては、寮という選択肢もございますので、まだ大丈夫か

なとは思いますが、岩東に行っている子どもは毎朝親が送っているようです。 

 続きまして、美唄市ですが、聖華に１人、子ども、通っていますが、ここ

は時間的余裕もあるので、バスに乗ってＪＲで通っているとなっております。 

 あと、奈井江商業もございますが、今現在３年生１人おりますけれども、

募集停止ということになりましたし、あと月形高校に関しては、町が全てを

助成しているということで、ここでは割愛させていただきます。  

 注釈としまして、最後、滝川工業の子どもも１人おりますが、その子は滝

川駅からまたさらに滝川工業行きのバスに乗っているようです。これが通学

の一覧表ですので、通告書に戻ります。  

 この制度は経済的な負担軽減を図るためと明記していますが、高校生を持

つ家族は経済的負担だけではなく、タイムスケジュール等々の変化も見られ、

家族の協力なしでは到底補えない状況となっています。  

 子どもの人数もだんだん減っており、子育て世帯の流出を防ぐ意味でも全

額負担か相応の支援を行ってもいいのではないでしょうか。  
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 バスの使い勝手の変更は厳しいと感じており、これからもＪＲでの通学が

減ることはないとも思われます。  

 そのような中、ＪＲ運賃の値上げも報道されています。１か月の上限額で

５，０００円の増額があれば、どこの高校に行っても賄えると感じます。  

 ちょっとここで補足させていただきますと、ここで賄えると言っているの

は、今言った定期代、通学費の話でありまして、やはり高校生にもなるとイ

レギュラーな日は存在します。  

 先日も滝川市の高校で定期試験がございまして、４時間授業を受けて、ご

飯を食べて帰ってくるというスケジュールだったのですが、それでも昼のバ

スには間に合わないという現状なのですね。  

 ということで、その次になると４時半になるということで、私も迎えに行

きましたし、子どもたちの話を聞くと、やっぱり時間がもったいないという

ことで、そのときはＪＲで帰ってきたという子どももいます。  

 そういうところまで賄えるとは言っておりませんので、ご了承ください。  

 今年度の予算ベースで換算しますと、約２２０万円の増額となります。こ

のたびの教育行政執行方針にて、「経済的理由に左右されることの無いよう」

と書かれていました。本当にそのとおりだと思います。  

 そこで、教育長に質問いたします。  

 まずは、通学助成金の月額上限１万円の根拠と費用対効果を教えていただ

きたい。  

 次に、助成金の増額は可能でしょうか。  

 最後に、教育長のご意見をお伺いいたします。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 砂場議員のご質問にお答えをいたします。  

 高等学校通学等支援助成金につきましては、地方自治法の規定に基づき、

町からの事務委任を受け教育委員会が行っている事業で、通学及び下宿等に

係る経済的な負担の軽減を図るため、月額１万円を上限に助成金を交付する

ものでございます。  

 交付上限額の設定につきましては、主な通学先となっている高校への公共

交通機関利用時の月額の２分の１から３分の２程度となっており、ＪＲ運賃

等の増額が報道されてはおりますが、通学費の補助を行っている他の自治体

と比較しても見劣りしない内容となっており、さらには今月５日、子ども・

子育て支援法等の一部を改正する法律が成立したことによる児童手当法の改

正により、児童手当については本年１０月から支給期間が高校生の年代まで

となり、支給要件から所得制限が撤廃され、第３子以降の児童に係る支給額

を月額３万円とするなどの改正が行われており、国が令和５年１２月に策定

した「こども未来戦略」の実施状況を一定期間、注視する必要もあると思わ

れることから、現在のところ助成金の増額は考えておりません。  
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 また、本助成金の額によって進路が左右されることは少ないと考えており

ます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、再質問ございますか。  

 砂場議員。  

○１番（砂場  明君）  

 まず、今の答弁で１点、お聞きしたいのは、公共交通機関利用時の月額２

分の１から３分の２程度となっておりますが、これは国からとかの指針なの

でしょうか、それともこの町で決めたことなのでしょうかということを一つ

お願いいたします。  

 また、今回のこの高等学校通学等支援助成金の質問をしようと思った経緯

を少し話させていただきますと、御存じの方も多いと思いますが、僕も今回

の対象となりました。  

 ただ、以前から仲のいい保護者の方々とお話しているときに、この話は何

回か聞いたことがあったのですが、まだ当時ちょっと議員でもありませんで

したし、対象もいませんでしたので、なかなかちょっと話がぴんとこなかっ

たのですが、このたび議員となって話を聞き、そして自分も対象を持って、

ああ、本当に大変なのだなというのが、皆さんの話から伝わってきたところ

です。やはり経済的負担といいましょうか、そこも何とかできないかと思っ

て、今回の質問に至った次第でございます。  

 もう一つは、この制度、どうしても先行投資をしなければいけません。う

ちなら滝川市に通っているので、最初に９万円を投資して、９月に６万円返

ってくるという制度だと思います。  

 この制度自体も、やはりもうちょっと使い勝手がよくならないのかなとい

う保護者の声もありましたし、僕自身も感じているところでございます。そ

こももう一つ聞きたいと思います。  

 そして、最後に、助成金の額によって進路が左右されることは少ないと考

えておりますとありました。確かに少ないとは思います。  

 ただ、今児童数も少ないと思います。その中でやっぱり一人一人、１世帯、

１世帯を守るといいましょうか、そこを考えられる状況には今あるのかなと

思っていて、最初の通告書にも書きましたが、一番懸念しているのは、子ど

ものためにこの町を離れる人たちが出るというのが一番いけないといいまし

ょうか、悲しいことだなと思います。そういう話もないわけではありません。 

 やはり、そこにお金をかけることで何とか浦臼町に住んでいただきたい、

定住していただきたい、そして子どもの数を増やしていければなという一助

になればと思って、今回の質問に至りましたので、以上、答弁の方、よろし

くお願いいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。  
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 まず、この上限１万円ということで、これは国の指針なのか町で決めたこ

となのかという部分につきましては、これにつきましては当時平成２４年に

なるかと思いますけれども、町の方で検討しまして、当時企画係を中心に総

務課で制度設計をしまして、実際の運用につきましては教育委員会で実施す

るのが望ましいだろうということで、事務委任をしてございます。そういう

状況でございます。  

 それから次に、いろいろな子育て世代等の助成に係る部分でございますけ

れども、本町につきましては通学助成をはじめとして、タブレットの助成で

あるとか、医療費の助成でありますとか、いろいろほかの町にも劣らない手

厚い支援が行われていると自負はしております。  

 ただ、先ほど申しましたように、経済的な事情で進路先を選ぶというよう

なことは、やっぱり避けなければいけませんし、最近国でも大綱出しました

子どもの貧困問題というのもあるように、実際に高校生が途中で中退してし

まうだとか、そのような状況にも対応していかなければいけない、保護者負

担等の軽減をという方針も出してございます。  

 今後、そのようなこと、今議員おっしゃられたような話の内容も含めまし

て、今後いろいろ検討していきたいと思っております。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 砂場議員。  

○１番（砂場  明君）  

 答弁ありがとうございます。  

 本当に厳しい状況がなかなか続いているというのは今後も変わらないと思

います。何かいい打開策があれば検討していただきたいのと、もう一度再考

していただきたいなと思います。  

 最後になりますが、町長のこのたびの執行方針の中でも、子どもの施策に

関しては他に引けをとらないという話がありました。  

 僕もそう思いますし、その旨に関しては後日町長にまた質問したいなと思

うのですけれど、きょうは教育長ですので、教育長にも同じことを聞いてみ

たいとは思うのですが、教育行政執行方針も読ませていただきました。  

 ただ、そこで連なっていることが、割と義務教育といいましょうか、小学

校、中学校のことが大半だなという気がします。  

 その小学校、中学校の支援は、ではどうだと言われますと、僕も手厚いと

思っておりますし、十二分だと思っていますが、ただ比較するとそれ以降、

高校もしくは高等教育に関しての支援というのが、今充実とおっしゃられま

したけれど、そんなに充実されているのかなという印象があります。  

 というのは、もちろんこの学校に小学校、中学校があるので、そこがメイ

ンになるというのはよくわかる話なのですが、やはり経済的な理由を考えた

ときに、高校、もしくは高等教育にかかるお金というのは比ではないと思う

のですよね。  

 そこで、どうしても浦臼町に居住しながら通うというのは高校まで、大学



 

－ 19 － 

の方も通っている人も数人おられますが、当然その町に行っての勉強という

ことになりますので、そういうところの支援ももうちょっと手厚くできたら

なと思いますが、そこはどうでしょうか。  

 あともう一つは、これは確認なのですが、今は高校、大学の話もしました

が、いわゆる学生と言われる人たちの支援や施策に関しては一貫して教育委

員会が所管ということでよろしいのでしょうか、そこを確認して終わりたい

と思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 ただいまのご質問にお答えをいたします。  

 私も基本的な考えは、砂場議員のおっしゃるように、やっぱり経済的な理

由で進路が変わるだとか、そういうようなことにはしたくないと思っており

ます。  

 一方、最後の質問の教育委員会が担当なのかという部分は、高校、大学と

いうことになりますと、うちの担当ではないということになります。  

 ですから、町から事務委任を受けて、高校生の補助に関しては当然１００

％ではないにしろ、中学校を卒業した子どもたちの３年間ということになり

ますので、教育委員会で把握もしやすいだろうし、事務もやりやすいという

ことで、町から事務委任を受けているということになります。  

 ですから、厳密にはここはちょっと教育施策ではないということになりま

す。  

 ただ、うちで事務委任を受けていますし、やるのが合理的だとは思ってお

ります。  

 それから、やはりこれから国で異次元の少子化対策と言われるこども未来

戦略ですね、これの実施状況をやっぱり最初の答弁で申し上げましたけれど

も、いましばらくちょっと注視する必要性があるし、そこにちょっと期待を

したいという考えも持ってございます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 ここで、休憩をとりたいと思います。  

 １１時１６分まで休憩とします。  

 

休憩  午前１１時０６分  

再開  午前１１時１６分  

 

○議   長（小松正年君）  

 それでは、休憩を閉じ、会議を再開いたします。  

 発言順位４番、柴田典男議員。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  
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 今回、議長のお許しを得ましたので、令和６年第２回定例会におきまして、

町長に２点、教育長に１点の質問をさせていただきます。  

 １点目ですけれども、町づくりへの一考察として、町長にお伺いをいたし

ます。  

 川畑町長２期目に向けて、今回町政執行方針を伺いました。  

 具体的に検討といった部分が多く、方針を示す具体性に欠けているように

思えるのは残念なところではありますが、抱えている多くの課題を一つ一つ

解決していただきたいと思います。  

 今後、少子高齢化、人口減少は避けられない最大の課題であり、少しでも

緩やかな波となるような取り組みが求められますが、次の３点について伺い

ます。  

 一つ目として、現在の総世帯数に占める高齢者世帯数及び単身高齢者世帯

数はどのくらいでしょうか。  

 二つ目として、高齢者への見守りによる健康管理は、これからさらに必要

性を増すことと思います。  

 以前にも提案いたしました高齢者へのタブレット配付による健康管理や日

常生活の行政との連携のための取り組みとして、試験的に始める時期と考え

ます。取り組みを行う考えはありませんか。  

 安心・安全な暮らしを守っていく、住民サービスへの利用と合わせ、職員

の負担軽減対策としても今後最適と考えます。  

 ３番目として、町づくりは人づくりと何度も申し上げてきました。将来の

町のために職員の資質向上のために、道との職員交流制度の利用は欠かせな

いと考えます。取り組む考えはありませんか。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 柴田議員のご質問にお答えいたします。  

 まず初めに、令和６年５月末における高齢者世帯数についてでございます

が、総世帯数は７７２世帯、６５歳以上の方のみで構成されます高齢者世帯

数は３５７世帯、高齢者世帯が占める割合は４６．２％となっております。  

 そのうち単身高齢者世帯数は１８５世帯となっているところでございま

す。  

 次に、高齢者へのタブレットの配付に関するご質問でございます。  

 議員のご指摘のとおり、高齢者の健康管理の必要性につきましては十分理

解しているところであります。  

 北海道後期高齢者医療広域連合では、フレイル状態に陥らないよう、保健

事業と介護予防事業を一体的に行う取り組みを実施しており、本町でも今年

度より開始しているところです。  

 この事業は、およそ７５歳以上の被保険者を対象とし、保健センターが健

康状態を把握できていない方に対する家庭訪問、また老人クラブ等での健康
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相談と健康教育を行うものです。  

 地域包括支援センターでは、以前から８０歳以上のみで構成された世帯や

ひとり暮らしへの訪問を積極的に行っており、会話や全身状態の観察をする

ことにより、異常の早期発見をいち早く行うことで、フレイル状態への進行

を遅らせ、在宅で自立した生活ができるよう、各事業を活用し、関係機関と

連携を取りながら支援を続けております。  

 健康管理のアプリやソフトにつきましては開発が進んでおりますが、調べ

た限りでは双方向通信可能なものは種類が少なく、開発途上でありますので、

今後とも国や近隣の導入動向やソフトの情報収集に努め、効果を見極めた上

で導入を検討してまいります。  

 ３点目、北海道との職員交流制度の利用についてのご質問でございます。  

 令和３年第３回定例会において、柴田議員の同様のご質問に対し、「でき

る限り早期に取り組んでいきたい」との答弁をさせていただいており、現在

においても派遣自体を否定する考えはなく、メリットが多いとの認識も変わ

っておりません。  

 しかしながら、その後も職員の退職に伴う補充を社会人採用も含めた新採

用により確保に努めていること、採用後、経験の少ない職員が多いという状

況も打開できていないのが現状であり、職員派遣を実施する場合には、相互

派遣の形が現実的な選択肢と考えます。  

 このため、当面は各種研修受講を積極的に勧奨するなど、他の手法を活用

した人材育成を図ることになりますが、職員数を確保した上で、当町の体制

が整い次第、北海道への職員派遣に着手したいと考えております。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、再質問ございますか。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 高齢者世帯についての数をお聞きしました。  

 ７７２世帯のうち４６％の高齢者世帯があり、１８５世帯というと２割以

上の単身高齢者がいるということになります。  

 私が何を心配するのかといいますと、今千五百何人かの町がいずれは１，

２００人、１，０００人と少なくなっていかざるを得ないという状況は、こ

れは間違いないと思うのです。  

 そのときに、住民サービスが今のまま維持できていくのかということを、

もう今から心配しなくてはいけない。高齢者は増えていく。でもその見守り

が今の体制のまま維持できていくのかということを今から考えていかなけれ

ばいけないということが今回の質問の内容であります。  

 ぜひとも調査というのでしょうか、調べていただきたい、参考になる町が

ありましたので、お知らせしたいと思います。  

 前回、令和３年に質問したときに、このタブレットを配付するという町村

はないだろうと私も思っていました。  

これをやれば先見的な町だろうなと思ったのですが、ありました。徳島県



 

－ 22 － 

神山町、ここは今国が行っている田園都市国家構想交付金という、御存じだ

と思うのですけれど、これを使って総事業費約１億９，７３８万円で行って

います。  

この町は、徳島県の大変な山の中にある町だそうであります。一時消滅可

能性都市として名前が挙げられるほど人口減少が加速していた町だそうで

す。現在、人口は４，８４１人、これは昨年の８月１日付ですね。  

高齢化率が本町よりも多いのです。５３％です。ですけれど、今地方創生

の好事例として全国から注目を集めています。  

このタブレットの住民サービスもそうなのですけれども、こちらは全国で

初めて私立の高等専門学校をつくった。  

専門学校ですから、何の専門かといいますと、起業家、会社を作っていく

起業です。起業家を養成している高等専門学校を創ったということで全国か

らも注目を集めている。  

空知管内からも政務調査にもう既に行っている市町村もあります。ちなみ

に１時間１人６，０００円取られたそうですけれどね。  

 こちらでアプリを配って、では、何をしているのか。町の行事の案内、そ

れから回覧板的なこと、それからタクシーの予約、それから議会の広報など

などの情報発信もこのタブレットを使ってやっている。  

 今本町でも回覧板を回していない班があります。要はもう要らないからと

いうことで、回さないでくれと言っている班もあるぐらいですので、これか

らこういう先見的にやっていくことも大事なのではないでしょうかね。  

 なかなか例が少ないということが答弁書にあったのですけれども、こちら

は６０歳以上の家庭にはタブレットに加えてスマートスピーカーを無償貸与

し、環境を整えている。  

 ちょっと、先ほどスマートスピーカーについて調べていただいたのですけ

れど、お互いが会話できる状況になるということですので、保健センターが

一人一人の健康管理について、例えばこれから職員が少なくなっていったと

しても、朝１度の会話で高齢者の体調を見ていけるのではないかということ

を今から小さい町だからこそ取り組める事業だなと私は思っています。  

 日常使いできるツールになるように仕組みを構築していく、情報発信と密

な対応で住民との信頼関係を築いていく、こんなことを今から考えていって

いただきたいなと思うのであります。  

 どうでしょうか、徳島県までちょっと遠いですけれど、勉強のためにも行

っていただきたいなとも思います。これについて、町長、もう一度、答弁お

願いします。  

 それから、職員の派遣についてなのですけれども、これも前回、令和３年

ですか、私が質問したときは。もう既に３年たちました。  

 あのとき町長は、私もいいと思いますので、ぜひやってみたいという答弁

でありました。  

 ただ、その後の変化はなく、職員の派遣は自治大学への派遣を今も継続し

ていらっしゃいます。  

 ただ、あのときの町長の考えの中に、こんなことを言っては失礼ですけれ
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ども、今中堅の職員を派遣することによって、本町の業務に滞りが出ては困

るということがあったのですけれど、この派遣は、確かに今大事なのだけれ

ど、５年後にこの町をどうしていこう、１０年後にどうしていこうという職

員を育てていただきたいということの考えであります。  

 今も大事ですよ。今も大事だけれど、やはり経験にたけた職員、道に対し

て物おじせず堂々と言っていける内容もパイプを持った職員をこれから育て

てほしいというのが考えです。今のためではない。将来のためですからね。  

 ですから、これだけの職員がいれば、中には私は道に行ってみたいという

職員はいるはずなのです。  

 だから、派遣したら道からも来るわけですからね、交換ですから。  

 そうしたら、その道の職員ともこれからの町にとっての有効なことになる

と思うのですね。  

 岩見沢市の振興局のある方がこういう発言をしていた。浦臼町からなかな

か陳情要望に来る職員の方があまりいないのですよね。道の方も同様の発言

をする方もいます。  

 だから、結局そういう外から町を見る人間も増やす、そして何かあったと

きにパイプ役としてどうなのだろうというお互いの職員交換することによっ

てパイプが太くなると思うのですね。  

 そこら辺でもう一度、ぜひ早急に町長率先してやっていくことを考えてい

ただきたい。  

 多分、前回も調べたのでわかっているのですけれど、これから道の方から

町に対してアンケートがあるはずです。道とやりませんかというアンケート

がこれから来るはずですね、お盆前後に。  

 ぜひとも、今後に向けて、確かにこういう答弁書はわかりますけれど、将

来に向けた町長のお考えをお聞きしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 ただいまの再質問にお答えいたします。  

 まず、徳島県の具体的なお話をお聞かせいただきまして、ありがとうござ

いました。  

 逆に考えれば、ここまでやっているのはそこぐらいしかなかったのかなと

もお聞きしましたけれど、ただ具体例としてはこれからの話になりますけれ

ど、隣町の月形町さんがスマートフォンをかなり町民の方に貸与というか自

己で持ってもらうというような形ですけれど、新たな取り組みとして今やろ

うとしているというのが、本当に身近な例としては確認がとれております。  

 まだまだ成果といいますか、これからということになろうかと思いますけ

れど、月形町さんの例でいえば、これまでのＩＰの端末を取りやめてその形

にすると聞いておりますので、そのＩＰ電話の結果がどうなったのかはちょ

っと承知しておりませんけれど、新たな取り組みということで私たちも注目

しているところです。  
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 徳島県に視察に行くかどうかというのは今お答えすることはちょっと控え

ますけれど、間違いなく時代としてはそういう方向に向かっているのはわか

っておりますし、当然私たちだけではなくて、どの町も検討している状況に

ありますけれど、まだ大きな一歩を踏み出していない町が多いのかなとは思

っております。  

 ここにも答弁の方でもお答えいたしましたけれど、まずは本当にうちの町

にとっていいシステムがどういう形であるのが望ましいのか、まずはとにか

く勉強して調査して研究して、いずれはそこにたどり着くということにはな

ろうかと思いますので、徳島県の件も含めまして、調査をさせていただきた

いと思います。  

 次に、派遣についての話ですけれど、柴田議員は交換ということを前提に

お話をいただいたかと思っております。  

 町に来て、通常は２年だと思います。延長できて３年という形での交換の

職員派遣ということになろうかと思いますけれど、他の町の話も十分聞いて

おりまして、やはりパイプの部分がかなり大きいとも聞いておりまして、決

して町にとっても無駄ではありませんし、よそでの経験は職員本人にとって

も当然無駄ではないとは考えております。  

 今後とも派遣できる形に進めていきたいと考えておりますけれど、やはり

条件的なものがそろっての話と考えておりますので、今後とも条件整備の方

に努めまして、派遣の方も進めていきたいと考えております。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 では、次の質問お願いいたします。  

○７番（柴田典男君）  

 それでは、町長に二つ目の質問をしたいと思います。  

 旧晩生内小学校グラウンドの取り扱いについてであります。  

 社会福祉法人豊寿会が運営する晩生内ワークセンターと町は１０年前に、

旧小学校校舎について無償譲渡の契約、敷地については１０年の賃貸借契約

を行いました。  

 本年は、賃貸借契約更新の時期だと思いますが、今後に向けて町としての

方針を伺います。  

 一つ目として、旧校舎の建物についての登記はされていますか。  

 二つ目として、旧グラウンド跡地は豊寿会と賃貸借契約を行い、町民が憩

い集うため、パークゴルフ場として利用されております。  

 豊寿会との賃貸借契約が本年３月末で終了したので、管理運営の面で豊寿

会は再契約しないことを考えているようですけれども、今後のパークゴルフ

場運営管理についての考えをお聞きしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  
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 柴田議員のご質問にお答えいたします。  

 １点目の旧校舎の建物の登記でございますが、平成２６年６月１３日に旧

晩生内小学校校舎、体育館、物置、車庫及び農夫の家並びに隣接する宅地の

譲与契約を社会福祉法人豊寿会と締結し、同年８月１２日に表題登記、１０

月２日に保存登記が完了しております。  

 なお、宅地につきましては、譲与後に３棟のグループホームが建設されて

現在に至っているところです。  

 ２点目の旧グラウンド跡地の賃貸借契約でございますが、譲与契約と同じ

く平成２６年６月１３日に締結した町有財産使用貸借契約は、本年３月３１

日をもって契約満了となっており、分筆登記の完了を待って改めて再契約を

行います。  

 なお、旧グラウンド跡地は地元の要望もあり、契約期間中から町が普通財

産として管理してまいりました。  

 今後もパークゴルフ場の管理につきましては、従前どおり町によるモアト

ラクター及び刈払機での除草を定期的に実施するものといたします。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再質問ございますか。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 パークゴルフ場についての質問で再質問をしたいと思います。  

 先日も財政の方がお二人で芝生の管理に来ておりました。  

 そのときに、日差しが強いのですね。南に向かっているので。それで日差

しについてテントでも張ったらいいよねと言ったら、早速もうすぐテントを

張って、風で飛ばないように処理をしてあった。  

 なかなか、やっていただいて、ありがとうございますという気持ちでいま

す。  

 ただ、春先にある方がパークゴルフ場に行かれたと。そのときは管理して

いなかったものですから、草が生えていて、これではパークゴルフできない

ねということで、教育委員会に電話をした。  

 教育委員会に電話をしたら、いや、うちの管理ではないので、総務だわ、

みたいな返事をされた。どっちなのという返事が来たのですけれど、いや、

悪いけど、今そっちは財政の方で管理しているので、教育委員会ではないの

ですよねという答弁をしておきました。  

 ただ、後ほど教育長にも同様の質問をしたものですから、教育長はどうい

う返事をするかなと思ったら、町長の答弁どおりですという答弁が後で来る

と思うのですけれども、それでいいのかなということなのですよ。  

 いいですか、野球場の周りに９ホールのパークゴルフ場がある。それは教

育委員会が管理をしている。  

 晩生内は、一応みんなパークゴルフ場という認識を持っていますよ、あそ

こ、１８ホールです。ミニですけれどね。  

 ちゃんと老人クラブもあそこで同様の大会をしようとしている。  



 

－ 26 － 

 なのに、片方は教育委員会で、片方は財政なのですね。今、財政係は２人

ですか。その２人が行かなければいけない。自分の役場の仕事もあると思う

のですけれども、その２人がトラクターと草刈り機を持って来ているのを見

たときに、これでいいのかなと思うわけですね。  

 例えば、教育委員会に移ったっていいのですよ。どなたかに管理、委託す

るような手段取れるじゃないですか。  

 なのに、あくまで財政、財政と言っているところがどうなのかなというと

ころなのですよ。  

 今回、豊寿会はほとんどグラウンドについては更新する気はないそうです。 

 以前、１０年前にあそこが豊寿会の賃貸借になったいきさつはあそこ全体

が１筆だったからなのですよね。分筆されていなかったのですよ。  

 それで、その後、町道を造らなければいけないということになって、今回

たまたま分筆していったものですから、グラウンドだけ分筆された状況にな

ったはずなので、今回はもう町にお返ししたいということになると思うので

すね。  

 そこら辺も考慮しながら、町は町の所有財産としてパークゴルフ場をやっ

て、今ちょっと寂しいですから、ではここに桜の木でも植えようかみたいな

管理にもなれるはずなのですよ。賃貸借終わればね。そこら辺どうですか、

考えていただけませんか。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 豊寿会の意向については正式にはまだ来ていないところですけれど、今後

詳細を詰めていきたいと考えております。  

 ただ、グラウンド側は数年前から要らないといいますか、使わないという

ことでお話はいただいておりますので、多分そのような形に進むことになろ

うかと思います。  

 ゴルフ場の管理ですけれど、確かにおかしいと言われればおかしいところ

もあるのかもしれませんけれど、逆に言えば、最低限の管理は今現在でもで

きているということにもなりますので、ただ将来的にどうしていくかを含め

ましては検討させていただきますけれど、少なくともしばらくの間は現行の

管理でいきたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

 いいですか。  

 それでは、三つ目の質問をお願いいたします。  

○７番（柴田典男君）  

 それでは、教育長の方に教育行政執行方針を問うということで質問を起こ

させていただきます。  

 以前の質問でも、それぞれの方向性は教育長に伺っています。今回は今後

に向けた具体的な部分について伺いたいと思います。  
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 一つ目として、将来に向けて協議を進めていくと思いますが、義務教育学

校への具体的な年次ごとの計画はあるのか。  

 二つ目として、中学校の休日部活動の地域移行について、具体的な部活動

の内容はどうなっていますか。  

 ３番目として、教育委員会の社会教育活動において、晩生内パークゴルフ

場の運営管理に取り組む考えはありませんか。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 柴田議員のご質問にお答えをいたします。  

 義務教育学校に関しましては、令和５年第４回定例会において、近隣の取

り組み状況、メリット・デメリット、必要性についての考え方について、議

員からのご質問にお答えをしたところですが、校舎の新築もしくは増改築に

は多額な事業費が必要となること、また、小中学校ともに早期の改築や改修

が必要な状況ではないこともあり、現在、具体的な計画の策定には至ってお

りません。  

 義務教育学校につきましては、本定例会での町政執行方針におきまして、

実現可能性を検討する旨を町長が述べており、将来的には必要であると認識

しておりますので、学校の適正規模などの調査、研究を行い、総合教育会議

におきまして、しっかり議論し、方向性を見出せればと考えております。  

 令和３年度に既存校舎を改修し、開校した歌志内学園では、平成３０年度

に検討委員会、令和元年度に開校準備委員会を設置しております。  

 また、校舎を新築して、令和９年度開校予定の月形町では、令和３年度に

設置審議会を設置、令和４年４月に義務教育学校の設置が必要との答申を受

け、同年、基本構想を策定、令和５年度には開校準備委員会を設置し、基本

設計を策定、本年度、実施設計策定としており、校舎をどのように確保する

か、新築するのか、増築するのか、改築するのかによっても年次計画、開校

までの必要年数も変わってくるものと思われます。  

 ２点目の休日部活動の地域移行につきましては、令和５年度から令和７年

度を改革推進期間とし、令和８年度からの実施予定となっております。  

 本町の取り組みといたしましては、２月に部活動の地域移行に関する講演

会を行い、本年度は部活動地域移行体制整備協議会を設置し、検討を進めて

まいります。  

 現状では、地域移行及び地域スポーツ活動の受け皿の確保や中体連等の大

会の運営方法など課題が多くあり、また近隣市町との連携の可能性も考慮し

ながら、協議を進めたいと考えております。  

 浦臼中学校で現在行われている部活動につきましては、卓球部、女子バレ

ー部及び文化部が活動をしておりますが、文化部につきましては、休日の活

動は行っておりません。  

 また、部活動のあり方に関する方針により、週当たり２日以上の休養日を
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設けることとしており、平日は少なくとも１日、土曜日と日曜日は少なくと

も１日と定めておりますので、現存する部活動のみに目を向けた場合は、土

曜日の午前中３時間の部活動や休日に行われる大会への参加や試合等の引率

等をどうするのかを検討するということになりますが、その後、段階的に移

行するとされている、平日の地域移行も視野に入れながら検討しなければな

らないと考えております。  

 ３点目の晩生内パークゴルフ場の運営管理につきましては、前段の町長の

答弁のとおりでございます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、再質問ございますか。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 義務教育学校については、そんなに遠い話ではない質問だったのですが、

ただ今回砂川市がマンモス校を建築するというのですけれども、義務教育学

校で進めていくのだということ、それで月形町も義務教育学校で進めていく

ということで、各市町村、校舎の建て替えに合わせて義務教育学校を考えて

いくようで、では本町は、建て替えはまだまだ先だと思うのですけれども、

ただ砂川市のようにマンモス校から出てきた義務教育学校の生徒が、今度は

高校に入ったときに、本町は普通の義務教育で進むわけですけれども、そう

いったところにいわゆる教育の差が出てこないのかなという心配があるので

すね。  

 教育長の今回の執行方針を見ていたときに、ある程度義務教育学校に類似

した形の教育方針にシフトするような内容もあったように思ったのですよ。  

 ですから、教育長はもう既に義務教育学校で進んでいいのではないかなと

いう考えはお持ちだと思うのですけれども、ただ現状、校舎が小学校も中学

校も離れていますので、離れていてもやれるやり方はあると思うのですけれ

ども、なかなか難しいところがあるのかと。  

 ただ、現状の中でそうやって進めていくのであれば、ある程度早目に、将

来本町は義務教育学校を進めていくのですよという宣言をしてもいいので

は。  

 それに向かって、体制的に作っていくわけですから、それでいいのではな

いのかなと思ったものですから、今回の質問に至りました。  

 それから、部活動の地域移行に関しては、例えば子どもで、あるスポーツ

に秀でた生徒がその才能を伸ばすためにあと一押しが必要なときに、教育委

員会の立場というものも必要になってくるのかなということで質問に入れさ

せていただきました。  

 例えば、テニスですとか、そんな形で、自分の町村にない方が滝川市だっ

たり美唄市だったりに行きながら、才能を伸ばしている子どもたちもいる。 

 では、その方々が中学生になったときに、部活動はないですから、通うの

も大変な子どもはもう諦めざるを得ないということにはしたくないなと。何

か応援する手立てはないのかなということで質問に至っています。この点で
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教育長の考えがあればお伺いします。  

 それから、パークゴルフ場なのですけれども、先ほど町長の答弁もいただ

きましたが、実は残念に思います。やはり、町の体制として一貫性を持って

いただきたいということです。  

 ですから、例えば晩生内のパークゴルフ場については、管理がなかなか大

変なのですということになれば、どなたか。今やっているのはたしか２週間

に１回の草刈りをやっていると思うのですけれども、今回あのようにテント

も張っていただいた。ああやって張るだけで随分格好できるのだなというこ

となのですよ。  

 町長は旧駅前に「えみる」という、集ってほしい、皆さん集まってくださ

いという施設を建てた。  

 晩生内からなかなか浦臼まで通ってこられない方々がいる、そういう方々

がどこか１か所に寄って、高齢者が大事なのはしゃべるということ、会話す

るということですから、そういう機会を作る場所を提供するというのも町の

大事なことだと思うのですね。  

 教育長、町長の答弁のとおりということは、教育長の考えを次お聞きした

いと思いますので、よろしくお願いします。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 河本教育長。  

〇教育長（河本浩昭君）  

 ただいまの柴田議員のご質問にお答えをいたします。  

 まず、義務教育学校につきましては、私としては特にデメリットはないと

思っていますし、将来的にはと考えてございますけれども、今後教育委員会

としても委員の皆さんとも協議したいと思いますし、総合教育会議において

は、町長とも協議を進めてまいりたいと考えております。  

 それから、部活動の今の柴田議員のお話というのは、ちょっと最初の質問

では読みきれなかったものですから、そういう答弁にはなっていないですけ

れども、確かにそもそも地域移行という発想にスポーツ庁等の考えは結局現

状では子どもの数がどんどん減って、今はピーク時の半分にも満たないよう

な状況に中学生の数が減っていますので、例えばサッカーだとか野球だとか、

そういうチームで行うようなスポーツができなくなるような状況に今後なる

ので、それを防ぎたいという意味もあるような書き方なのですけれども、た

だ本町の場合、もう既にかなり昔から本町に限らず小規模市町村につきまし

てはそのような状況になっているというのが現状でございます。  

 ですから、部活動も限られておりますし、やりたくてもできないことがあ

るのかもしれません。  

 ただ、ちょっと将来的にはそういうのを例えば近隣市町村と広域のような

連携ができれば解消できるような場合もあるでしょうし、ちょっと早急にと

いうことにはならないかもしれませんけれども、検討をしていきたいと考え

ております。  

 それから、３点目のパークゴルフ場ということでございますけれども、も
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し今現在使っている方がやりたくてもできないというのであれば、それはち

ょっと問題かなと思いますけれども、まず地域の方ができているというので、

一ついいのかなと思っておりますし、例えば委員おっしゃるとおり、パーク

ゴルフ場を社会教育施設として教育委員会が管理運営するということになり

ますと、今、町の普通財産ということで財政が管理していますけれども、そ

の普通財産を例えば行政財産に用途区分の変更をするということになります

と、今度それに伴ってパークゴルフ場の設置条例等を地方自治法の規定によ

り作らなければいけないということになりますと、またその条例がありまし

て使用に関する規則だとかを作って運営するということになりますと、逆に

今より利用している方の自由度がちょっと下がるのかなと。  

 逆に、その自由度を下げないためにはある程度お金をかけるなり、一々そ

の使用申請を教育委員会までということはとても距離もありますし、減免申

請だとかいろんなことを考えると、そこに管理人を近くに置くとかという考

えにもなるかもしれません。  

 そうすると、今よりははるかに経費的にかかっていくことになると考えま

す。  

 ですから、先ほど、町長は当面の間は現状どおりやっていきたいというこ

とを答弁しておりましたけれども、将来的なことに関しましては、検討はし

ていきたいと思いますけれども、現状は町長の答弁のとおりしばらくの間は

現状どおりということで利用に支障がないのであれば、そのように考えてご

ざいます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、再々質問ございますか。  

 柴田議員。  

○７番（柴田典男君）  

 結局、確かに現状で財政が管理していても不便はないのですよ。やってい

る人間に対しては。パークゴルフをすること自体には不便はないのです。  

 ただ、財政から２人が来て、総務の仕事がありながら１日草刈りをしなけ

ればいけない。だからといって、教育委員会の人間が来てやったとしても同

じことが言えると思うのです。それは同じですよ。  

 ただ、たった２人しかいない職員が朝から晩までやっているのを見ると、

そうではなくて管理についてもうちょっと利便性の取れたやり方もあるので

はないのかなというのは正直なところです。  

 ですから、管理はもう既に教育委員会は野球場の周りで９ホールやってい

るわけですから、そのノウハウ的な管理はあるわけで、晩生内は自由にやっ

ていいですよ、そんなに制限つけて管理人置かなければいけないなどという

ことまで考えはいません。  

 本当に気楽に町民の方がパークゴルフをできる環境であればいいわけです

から、ただ管理が片方は財政、片方は教育委員会という何か町に問い合わせ

が来たときに、そういう格好の悪いことはやめましょうということです。  

 それだけのことなので、今後町長とも協議しながらより良い方向へ持って
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いっていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。答弁は結構で

す。  

○議   長（小松正年君）  

 いいですか。  

○７番（柴田典男君）  

 はい。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、これをもってお昼休憩といたします。  

 再開時間を午後１時３０分といたします。  

 

休憩  午後  ０時００分  

再開  午後  １時３０分  

 

○議   長（小松正年君）  

 休憩を閉じ、会議を再開いたします。  

 発言順位５番、髙田英利議員。  

 髙田議員。  

〇３番（髙田英利君）  

 それでは、令和６年度第２回定例会に当たりまして、町長に２点質問いた

します。  

 まず、１点目です。トレシップタウシナイ川河床整備工事の実現に向けた

対応ということで質問させていただきます。  

 トレシップタウシナイ川は、河床に土砂が堆積し、水の流れを妨げており

ます。最大時のおおむね４０から６０％は土砂が埋め尽くしているのではな

いかと思える状況にあります。  

 雨量が３０ミリを超えるような雨が降ると護岸ブロックを越水して農地に

流れ込み、さらには家屋にも被害が及ぶ寸前まで水があふれるなど工事は一

刻も早く進めていただきたいところです。  

 本年度においても、河床整備事業は予算計上されていますが、過去３年に

わたり地先農業者との話し合いの合意が得られず、工事は毎年先送りされ、

いまだ河床には土砂が堆積したままとなっており、近隣住民の方は常に水害

の危機にさらされている状況にあります。  

 町長が掲げる町民の経済と生活、そして安全を守るという理念のもとでは、

まさに早急に取り組んでいただきたい事案であると思います。  

 今後どのように取り進めていくのかお伺いをいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 髙田議員のご質問にお答えいたします。  

 現在のトレシップタウシナイ川の状況につきましては、議員ご指摘のとお

り河川内に堆積した土砂や繁茂した草木により、大雨時に水の流れが遮られ、
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越流し家屋や農地に浸水する恐れがある状況でございます。  

 被害防止に向け、以前より地先と協議を重ねてまいりましたが、いまだ協

議が整わず、着工に遅れが出ている状況にあり、地域の皆様に大変ご心配を

かけている状況にあります。  

 今後とも早期着工に向けた協議を重ね、被害防止に向けて鋭意努力してま

いる所存でございます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再質問ございますか。  

 髙田議員。  

〇３番（髙田英利君）  

 町長、地先と合意が得られないということの答弁でございました。  

 地先との合意が得られていないという状況においては、長年にわたり係争

の案件があったと私は聞いております。  

 平成２１年に始まった需要即応型水田農業確立事業において、交付される

べきであろう交付金が交付されなかったことによる係争案件が発生したと私

は承知をしております。  

 麦、あるいは牧草に対して、本来はあったであろうという農業者側の言い

分ではありますが、その交付金が交付をされず被害を被ったということで、

町と農協に対し損害賠償請求を起こした事案でありました。  

 裁判の詳細についてはここでは語りませんが、結果、原告側の請求が棄却

されたという形で結審をされたと私は確認をしております。  

 その中で、地先農業者の求める話というのは、その需要即応型事業に関わ

る交付申請をなぜ漏れたのか、しなかったのかという点を農業者はその理由

を求めていると私は聞いております。  

 その当時、今の再生協、当時は治水協という形の中で交付申請事業の確認

をして行っていたと私も理解はしておりますが、そのとき産業課の当時課長

であった川畑町長が事務方の責任者という認識で私もおりますが、そのとき

のいきさつ、あるいは交付しなかった理由を農業者は求めているわけであり

まして、その辺についての説明を町長はいまだしていないという話でござい

ました。  

 その部分につきましては、私も詳細については承知をしていないところで

ありますが、地先農業者の求めによりますと、その部分の回答を幾度となく

求めているところであるが、いまだ明確な返答をいただいていないというお

答えでございました。  

 私の思うところでありますが、やはり当時課長であったということと、今

町長であるという立場を考えるのであれば、やはり説明責任は不十分である

のかなというところではあります。  

 その辺のところを町長はどう考えるかわかりませんが、私も説明責任を十

分果たすべきではないのかなという感触ではおります。  

 そのことにより、町発注の公共事業がいまだその地先農業者との合意が得

られない中で工事が取り進められていないという状況にあります。  



 

－ 33 － 

 そのことは大変残念ですし、地先農業者の方も当然洪水時には被害が及ぶ

可能性はありますが、やはりそこに暮らしておられる方がいるわけであり、

その方の住宅、生命や財産に危機が及ぶという状況にもなっております。  

 そのことをやはり私は一番危惧しております。やはり川の工事を一刻も早

く進めていただいて、そういう危険のない暮らしをやっぱり提供することが

町の務めであるし、町長の責務であると私は考えております。  

 町長、再度お伺いをいたします。今後その農業者の求めに対し、誠意ある

対応をしていただけるのでしょうか。再度お伺いをいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 髙田議員の再質問にお答えいたします。  

 まず、そもそもの話をさせていただきたいと思いますけれど、私とその地

先の方との今回の案件が河川の工事に結びついてはいけないと私は考えてお

ります。  

 地権者の方のご不満と河川の工事によって地域に及ぼす安全・安心の危険

が及ぶという部分につきましては、完全に切り離して考えるべきだと考えて

おりますので、そのあたりは髙田議員はじめ議員諸氏も同じ考えでいていた

だけるものだと考えているところでございます。  

（傍聴人のやじあり）  

○議   長（小松正年君）  

 静粛に願います。  

○町長（川畑智昭君）  

 続きまして、今後誠意ある回答をするかというご質問でございますけれど、

私といいますか、行政側といたしましては、７年半に及ぶ裁判をもちまして、

最終的な判断は下されたと考えております。  

 今、地権者の方からいろいろご質問を受けているところではありますけれ

ど、あくまでも裁判の結果に基づいて、行政としては行動するという考えで

ありますので、今後ともそれに対して誠意ある回答をすることはないと考え

ています。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  

〇３番（髙田英利君）  

 今、町長、誠意ある回答できないと申しましたけれども、この問題、ずっ

と平行線のままですよ、このままだと。  

 どうするか、私の方から提案する題材もありません。町長が解決していた

だくしか方法、すべはないのでありますが、確かに町長の言うとおり地先の

求める回答と川の工事とは切り離してというのはわからないわけではないで

す。  

それは私も理解できますが、やはり地元の協力なくして工事はできないわ

けで、そのことを踏まえるとやはり何らかの姿勢、方向性は示すべきではな
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いのかなと私は思います。  

ここでどういう回答を求めるとか、ここで回答してくれとは私は言いませ

んが、やはり粘り強く対話を持って地先の方々と今後に向けて協議していく

べきではないかと私は思います。  

決して、けんかしているから、俺は知らないのだということには絶対なら

ないわけで、やはりこのことによって被害が出る方が、当然可能性が十分あ

るわけです。  

やはり、そのことも十分考慮していただいて、今後何とかいい方向に進め

るように町長の決断を求めたいと思います。  

よろしくお願いいたします。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 協議をしないというわけではありませんけれど、  

（傍聴人のやじあり）  

○議   長（小松正年君）  

 静粛に願います。  

○町長（川畑智昭君）  

 裁判が関わるような話になりますと、どうしても限界があると考えており

ます。  

 どうしても、私１人の力では及ばない部分もあろうかと思いますので、地

元の議員さんのお力もお借りしながら、今後とも交渉すべきところはさせて

いただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 それでは、２番目の質問をお願いいたします。  

〇３番（髙田英利君）  

 それでは、２点目のゼロカーボン社会の実現に向けた町の取り組みという

ことで質問させていただきます。  

 昨年夏の日本の平均気温は、１８９８年の統計開始以来、最も高くなった

ということであります。  

 また、気象庁気象研究チームは、７月から８月の高温について、温暖化が

なければ起こり得なかったと分析もしております。  

 今までの冷涼な北海道では想像もつかない猛暑日があり、農林水産業をは

じめ多くの産業に影響を及ぼし、学校などの教育現場ではその対応策として

冷房機器の設置を決めた学校が多数あるなど、夏の暑さは厳しさを増してい

る状況にあります。  

 このようなことから、二酸化炭素の排出量を削減しなければならないこと

は誰もが実感しているのではないでしょうか。  

 浦臼町では、国の方針に基づき、令和４年にゼロカーボンシティー宣言を

行っております。  

 町長は、本年度の町政執行方針の中で、地球温暖化対策実行計画の事務事
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業編の改編を行うと明記をしております。  

 公共施設や街灯のＬＥＤ化など既に取り組んでいる事業もありますが、今

後どのような取り組みを想定しているのか、さらにＧＸの取り組みも必要と

思いますので、あわせて伺います。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 髙田議員のご質問にお答えいたします。  

 地球温暖化対策実行計画は、国において１９９８年に地球温暖化対策の推

進に関する法律が施行され、国や地方公共団体、事業者、国民が一体となっ

て地球温暖化対策に取り組むための枠組みが定められたほか、２０２１年１

０月には、地球温暖化対策計画が閣議決定され、温室効果ガス排出量を２０

５０年までに温室効果ガス排出実質ゼロ、すなわち「２０５０カーボンニュ

ートラル」を目指すこととされております。  

 また、２０３０年度に温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減するこ

とを目指し、さらに５０％の高みに向けて挑戦を続けるとの方針を示してお

り、地方公共団体にはその基本的な役割として、地方公共団体実行計画を策

定し、温室効果ガス削減のための措置等に取り組むこととされています。  

 本町におきましては、国や北海道の地球温暖化対策実行計画と整合性を図

り、浦臼町の事務及び事業に関する温室効果ガスの排出量を削減すること等

を目的として、本町の地球温暖化対策実行計画の事務事業編の改正を進める

ものであります。  

 事務事業編における対象となる施設は、行政や福祉、教育に関する施設の

ほか、一般公用車や街路灯等、町が管理する全施設・設備となっております。 

 具体的な施策につきましては、施設の脱炭素化といたしまして、公共施設

の新築・改築における施設の特性を踏まえたＺＥＢ化の検討・導入、公用車

の用途や使用形態を踏まえ、更新する際の次世代型自動車の導入の検討、さ

らにグリーン購入法等に基づく物品の優先的調達等を実施してまいります。  

 職員対応につきましては、クールビズやウォームビズの継続、電気、燃料

使用量の削減、ペーパーレス化など、身近な取り組みを実践してまいります。 

 また、町政執行方針で述べさせていただきましたが、地球温暖化対策実行

計画の区域施策偏につきましては、ゼロカーボン社会の実現に向けて、町民、

事業者の皆さんとともに取り組んでいけるよう準備を進め、策定に努めてま

いります。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再質問ございますか。  

 髙田議員。  

〇３番（髙田英利君）  

 それでは、再質問ということでさせていただきます。  

 ここにも述べられていたとおり令和４年にゼロカーボンシティー宣言とい

うことで当町も取り組んでいるということでございました。  
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 現在、道内でも１５３と私は認識しているのですが、その自治体がゼロカ

ーボンシティーの宣言をしていると承知をしております。  

 そうすることによって、環境省からの支援があると私は思っていたのです

が、その辺、町として、環境省からの支援を受ける予定があるのかどうか、

その辺を１点お伺いしたいところであります。  

 それとあと、再生可能エネルギーとかにつきましては、今お答えがなかっ

たところですが、先日、病院の建築、新築事業にも触れまして、太陽光パネ

ルを一部設置するのですという話もございました。  

 ちょっと私からすると、太陽光パネルの設置面積も少ないですし、本当に

ゼロカーボンニュートラルに取り組む姿勢の中での太陽光パネルなのかなと

いうちょっと疑問も私もあるものですから、その辺に向けて、再生可能エネ

ルギーへの実施の可否について、２点目、お伺いしたいと思います。  

 また、前段で静川議員の質問からもあったとおりハイブリッドだとかＰＨ

Ｖの車両の購入についても質問がありましたが、私も公共施設への電気自動

車用の充電器の設置もどうですかという話もちょっとしようかなと思ったの

ですが、静川議員の質問の中に、利用者が少なくて設置も取りやめたところ

もあるという話をお伺いしましたので、その辺は様子を見ながら、というと

ころなのかなという認識はしていますが、ＺＥＢという言葉が先ほど出てま

いりました。  

 ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの頭文字を取ってということなのですが、

そのＺＥＢということの建て付けというか、考え方の説明がもしあればお聞

かせをいただきたいなというところです。  

 それとあと、ＧＸへの回答がなかったものですから、もし可能であればＧ

Ｘへの取り組みということで町の考えもお聞かせいただければと思います。  

 ＧＸにつきましては、ちょっと幅が広いのでなかなか難しいかもしれませ

んが、ＧＸへの取り組みということはイコールゼロカーボンだとかカーボン

ニュートラルへの取り組みにほぼ近いのかなというところではありますが、

ＧＸへの認識としてお伺いしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いいたします。  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 すみません、１点、一番最初の質問で、補助金といいますか支援というの

は何に対する支援ということでおっしゃられたのか。  

〇３番（髙田英利君）  

 環境省の支援というのは、先ほど話があった区域再編だとか事務事業とか

それに関わる支援があると、私は調べた結果あったのですが、その辺につい

てはいかがでしょうか。  

○議   長（小松正年君）  

 川畑町長。  

○町長（川畑智昭君）  

 それでは、１点目のお答えをいたします。  
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 事務事業編と区域施策偏という大きく二つの計画からなっているものでご

ざいまして、通常、事務事業編は自賄いでつくるのが大半かなと思います。  

 区域施策偏につきましては、国の補助事業というのは間違いなく存在しま

す。  

 ただ、ものすごくハードルが高くて、その段階から業者さんにお手伝いを

いただいて作り上げたもので、ようやく手を挙げる段階まで到達するような

話で聞いておりますので、時間的に少しかかるというものもございますし、

準備ができた段階で補助金採択に向けて手を挙げるということになりますの

で、今の段階ではまだここには出てきておりませんけれど、可能であれば取

りに行きたいと考えているところです。  

 再生可能エネルギーのことにつきましては、今回診療所に一部太陽光パネ

ルを付けたというご説明をさせていただきました。新築の建物であれば、相

応の設備をということになろうかと思いますけれど、一般的には既存の建物

にどこまで設置していくかということが検討課題になってくるかと思いま

す。例えば役場の屋上に太陽光パネルを付けることが効率的といいますか、

理にかなったものなのか、そのあたりも１件ずつ調べていかなければならな

いということで、これからの話になります。  

 それと今鶴沼ワイナリーさんの方で太陽光パネルの検討をされているとい

うことで、ちょっとご相談も受けているところもございますので、これにつ

きまして、もう少し具体化してきましたらお話をさせていただきたいと考え

ています。  

 充電器につきましては、今現在は町内にはございませんけれど、これから

この後、鶴沼公園一帯のお話を少しさせていただきますけれど、その中で検

討させていただきたいと考えます。  

 ＧＸにつきましては、これ、議員、申し上げたとおり、カーボンニュート

ラルよりさらに一回り大きな取り組みといいますか、カーボンニュートラル

によって経済なり社会を回すという非常に大きな取り組みとなりますので、

町レベルではまずはカーボンニュートラルへの取り組みが第一かなと考えて

おりますので、そちらの方から取り組んでまいりたいと思います。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ＺＥＢの説明をお願いします。  

城宝課長。  

〇総務課長（城宝睦己君）  

 ＺＥＢ化という文言と言いますか、用語について若干簡単に説明させてい

ただきます。  

 建物で使うエネルギーと創るエネルギー、こちらの均衡をとった仕組みを

持った施設といったような、簡単に申し上げるとこのような内容の施設にな

ります。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 再々質問ございますか。  
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 髙田議員。  

〇３番（髙田英利君）  

 ＺＥＢというのは今聞いた話だと、建物の中でのカーボンニュートラルを

目指すという感じなのかなというところです。  

 ＧＸにつきましては、なかなか範囲も広いですし、調べたことによると化

石燃料に頼った従来の経済・産業構造を、クリーンエネルギーを中心とした

社会に転換し、環境保護と経済成長を両立させることを意味するというちょ

っと何を言っているかわからないぐらいの難しい話なのですが、その中にカ

ーボンニュートラルだとかゼロカーボンの概念だとか定義も入っているのだ

と認識をしているところです。  

 自治体が進めなければならない施策というのはいろいろあろうかと思いま

す。  

 私も今回Ｊ－クレジットということでカーボンの排出の低減に向けてとい

うことで農業者の中でも中干しの日数を長くしてメタンガスの発生を抑える

とか、そういう取り組みも今始まっているところです。  

 それらも私も農業者として取り組み始めたところですので、具体的にどう

なっていくかは、ちょっとまだわからないところではありますが、そういう

ところも含めまして、自治体も当然進めるところではありますが、住民も一

体となってやはりその辺は協力ないし取り進めていけるところなのかなと思

っておりますので、取り進めの方をよろしくお願いしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、一般質問を終わります。  

 

    ◎日程第２  議案第２８号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第２、議案第２８号  浦臼町長等の給与等に関する条例の一部を改正す

る条例についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 城宝課長。  

〇総務課長（城宝睦己君）  

 議案書の１７ページをお開き願います。  

 議案第２８号  浦臼町長等の給与等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて。  

 浦臼町長等の給与等に関する条例（昭和４３年浦臼町条例第３３号）の一部

を次のように改正する。  

 令和６年６月１３日提出  

 浦臼町長 川畑智昭  

 提案理由でございますが、特別職の期末手当基礎額における役職加算の凍結

を継続するため所要の改正を行うものでございます。  

 内容につきましては、新旧対照表にてご説明いたしますので、別冊参考資料

の１４ページをお開き願います。  

 改正の内容につきましては、附則第８項中、期末手当基礎額に関する特例の
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適用期間に係る規定の終期につきまして、令和６年６月３０日までを令和１０

年６月３０日までに改めようとするものでございます。  

 議案書の１８ページにお戻り願います。  

 附則、この条例は、公布の日から施行しようとするものでございます。  

 以上が、議案第２８号  浦臼町長等の給与等に関する条例の一部を改正する

条例についての内容でございます。ご審議いただき、議決賜りますようよろし

くお願い申し上げます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第２８号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第２８号  浦臼町長等の給与等に関する条例の一部を改正

する条例については原案のとおり決定しました。  

 

    ◎日程第３  議案第２９号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第３、議案第２９号  浦臼町定住促進住宅取得応援条例の制定について

を議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 早坂主幹。  

〇総務課主幹（早坂隆広君）  

 議案書の１９ページをお開きください。  

議案第２９号  浦臼町定住促進住宅取得応援条例の制定について。  

浦臼町定住促進住宅取得応援条例を次のように制定する。  

令和６年６月１３日提出  

浦臼町長  川畑智昭  

提案理由につきましては、移住・定住を促進し地域の活性化を図るため、本

条例を制定しようとするものでございます。  

次のページをお開きください。  

浦臼町定住促進住宅取得応援条例でございます。  

住宅取得者に対する応援助成金等の交付につきましては、平成２８年度より
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開始した事業でございます。  

昨年度まで適用しておりました旧条例が令和６年３月３１日をもって失効

したことに伴い令和６年度以降も事業を継続実施するため新条例を制定しよ

うとするものでございます。  

新条例に基づく事業内容につきまして、従来の条例からの大きな変更点とい

たしましては、中古住宅取得における昭和５６年５月３１日以前に建築された

住宅、いわゆる新耐震非適合住宅について助成対象となっております。  

また、転入者に対する加算を新たに定める内容となってございます。  

第１条では、本町への移住及び定住を促進し、地域の活性化を図るものとす

る本条例の目的を定めてございます。  

第２条では、本条例における用語の定義を定めており、第５号では旧条例に

おきまして、昭和５６年６月１日以降に建築されたものと規定しておりました

が、本条例におきましては昭和５６年５月３１日以前に建築されたものにつき

ましても中古住宅として規定し、制度の拡充を図ってございます。  

第８号において、転入者の定義を新たに定めてございます。  

第３条では、新築住宅取得応援助成金及び中古住宅取得応援助成金として、

助成金の区分を規定してございます。  

第４条では、交付対象者を定めており、第２号では本条例の失効期限とする

令和１０年４月３０日までに交付決定を受けた者と規定してございます。  

第５条では、助成金の額を定めており、第１項において住宅取得における助

成金の額を定めており、第１号では新築住宅に入居した場合１５０万円、第２

号では中古住宅に入居した場合５０万円と規定するとともに、中古住宅の取得

費用が助成額に満たない場合の取り扱いについて規定してございます。  

第２項におきましては、加算に対する助成額の明確化を図っており、第１号

では若者夫婦または子育て世帯に該当する場合は２５万円、第２号では新築住

宅に入居した転入者に該当する場合１００万円、第３号では中古住宅に入居し

た転入者に該当する場合は５０万円と規定してございます。  

第６条から次ページの第１１条においては商品券の交付、助成金等の申請及

び時期、交付決定、請求及び交付、返還及び委任について定めてございます。  

附則といたしまして、本条例は、令和６年７月１日より施行し、令和１０年

４月３０日をもって効力を失うものとするものでございます。  

また、助成金等の返還規定につきましては、本条例の失効後も効力を有する

ものとしてございます。  

以上が、議案第２９号 浦臼町定住促進住宅取得応援条例の制定についての

内容でございます。ご審議いただき、議決賜りますようお願い申し上げます。  

以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  
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［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第２９号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第２９号  浦臼町定住促進住宅取得応援条例の制定につい

ては原案のとおり決定しました。  

 

◎日程第４ 議案第３０号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第４、議案第３０号 令和６年度浦臼町一般会計補正予算（第３号）を

議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 安田主幹。  

〇総務課主幹（安田良弘君）  

 それでは、補正予算書のご準備をお願いいたします。  

議案第３０号  令和６年度浦臼町一般会計補正予算（第３号）。  

 令和６年度浦臼町一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正）  

 第１条  既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ７億９，８９３万円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４２億４，２７１万１，０００円

とする。  

 ２  歳入歳出の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 （債務負担行為の補正）  

 第２条  債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。  

 （地方債の補正）  

 第３条  地方債の追加は、「第３表地方債の補正」による。  

 令和６年６月１３日提出  

 北海道浦臼町長  川畑智昭  

 初めに、第２表、債務負担行為補正についてご説明いたします。７ページを

お開きください。  

 １、追加でございます。事項、塵芥処理車更新、期間は令和６年度から令和

７年度まで。限度額は２，００３万１，０００円でございます。契約締結から

納車までに時間を要すことから、２か年において設定させていただくものでご

ざいます。  

 次に、第３表、地方債の補正についてご説明いたします。  

 １、追加でございます。起債の目的、町立診療所建替事業、限度額５億８５

０万円でございます。本事業は過疎対策事業債を充当する地方債として借り入
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れる事業費を追加するものでございます。  

 今回の地方債の補正における起債の方法、利率及び償還の方法につきまして

は、記載の内容となってございます。  

 起債の方法につきましては証書借入、利率につきましては６．５％以内とい

たします。ただし、利率見直し方式で借り入れる資金について、利率見直しを

行った後においては、当該利率見直し後の利率とするものでございます。  

 償還の方法でございますが、政府資金につきましてはその融資条件によるも

のとし、銀行その他の場合には、その債権者と協定するものによるとするもの

でございます。ただし、財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮し、ま

たは繰上償還もしくは低利に借換えすることができるものといたします。  

 次に、歳入歳出予算の補正につきまして、まず歳出よりご説明申し上げます。

１０ページをお開きください。  

 主なものについてご説明申し上げます。  

 １款議会費、１項１目議会費、補正額１１４万４，０００円の追加でござい

ます。８節旅費におきまして、道外政務調査の計上が主な要因でございます。  

 ２款総務費、１項３目企画費、補正額１，４１１万９，０００円の追加でご

ざいます。当定例会議案第２９号にて可決いただきました浦臼町定住促進住宅

取得応援条例に関連し、７節報償費では若者夫婦等の加算となる記念品といた

しまして、想定対象世帯６件分の１５０万円、１８節負担金補助及び交付金に

おきまして、住宅取得助成や若者夫婦等に対する加算分といたしまして、新築

住宅取得助成が４件、中古住宅取得助成が２件、若者夫婦等加算が６件、新築

住宅取得の転入者加算が１件、中古住宅取得の転入者加算が１件を想定いたし

まして１，０００万円を計上するものでございます。  

 ４目財産管理費、補正額１，９６８万９，０００円の追加でございます。１

２節委託料におきまして、ＪＲ北海道より無償譲渡されました鉄道用地におき

まして、令和５年度に軌道等撤去工事が完了した当該敷地の地籍測量及び分筆

登記に係る費用を計上するものでございます。実施箇所は町道金比羅線終点か

ら樺戸境川までの約３．３キロ、対象筆数は５１筆でございます。  

 ６目交通安全対策費、補正額８２万円の追加でございます。１８節負担金補

助及び交付金におきまして、防犯用電話録音装置の配付を行うために町防犯協

会への補助金を計上するものでございます。配付対象世帯は７０歳以上が属す

る世帯で希望者に配付するもので、想定配付数は２００個でございます。  

 ９目地方創生事業費、補正額１，７４９万１，０００円の追加でございます。

１８節負担金補助及び交付金におきまして、物価高騰対応重点支援といたしま

して、定額減税補足給付事業、低所得者支援給付金事業及び低所得者子育て世

帯こども加算事業に要する費用を計上するものでございます。想定対象者数等

は定額減税補足給付事業が２８９名、低所得者支援給付金事業非課税世帯分が

２１世帯、均等割世帯分が２３世帯、低所得者子育て世帯こども加算事業が７

世帯１３名でございます。なお、財源につきましては地方創生臨時交付金を活

用するものでございます。  

 １０目自治体情報システム標準化等事業費、補正額２，６４４万２，０００

円の追加でございます。１２節委託料におきまして、健康管理システム及び障
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害者福祉システムの標準化対応に係る費用を、１１節役務費におきましては対

応後の運用に係るネットワーク回線費用を計上するものでございます。財源と

なる交付金につきましてはデジタル基盤改革支援補助金を予定しております

が、国による実施計画の承認後に補正対応することとし、当補正予算におきま

しては一般財源による予算計上としているものでございます。  

 １２ページをお開きください。  

 ４項１目戸籍住民基本台帳費、補正額１，５７６万６，０００円の追加でご

ざいます。１２節委託料におきまして、ガバメントクラウドの本稼働に伴う保

守費用の増額分を計上するものが主な要因でございます。  

 ３款民生費、１項１目社会福祉総務費、補正額５６１万１，０００円の追加

でございます。１９節扶助費におきまして、除雪費用の助成及び冬の生活支援

として福祉灯油の助成費用を計上するものでございます。想定対象世帯は除雪

費用の助成が１００世帯、福祉灯油の助成が２００世帯でございます。財源に

つきましては冬の生活支援助成が地域づくり総合交付金を活用するものでご

ざいます。  

 ２項２目児童措置費、補正額３７５万円の追加でございます。１２節委託料

におきまして、今年度の児童手当制度改正対応費用を計上するものでございま

す。財源につきましては子ども・子育て支援事業費を活用するものでございま

す。  

 ４款衛生費、１項２目予防費、補正額４１２万９，０００円の追加でござい

ます。１２節委託料におきまして、新型コロナウイルスワクチン及び帯状疱疹

ワクチンの接種費用を計上するものでございます。想定接種者数につきまして

は、新型コロナウイルスワクチンが６５歳以上を対象として３６４名分、帯状

疱疹ワクチンは５０歳以上を対象として１００名でございます。  

 １４ページをお開きください。  

 ３項１目診療所費、補正額５億１，１５０万円の追加でございます。町立診

療所新築工事に係る費用を計上するものでございます。財源につきましては、

へき地医療対策事業費補助金及び診療施設等整備事業債を活用するものでご

ざいます。  

 ５款農林水産業費、１項５目農業振興費、補正額４，９５１万５，０００円

の追加でございます。１８節負担金補助及び交付金におきまして、畑地化促進

事業補助をはじめとする地域再生協議会活動事業補助金として２，９１２万

８，０００円を、ＧＰＳ機能付き田植え機、農薬散布ドローン等の購入に係る

ものとして、農業活性化支援事業補助金１，０００万円を、中心蔵ライスセン

ターの令和４年雪害の復旧として６４４万８，０００円を、国の間接事業の農

地利用効率化等支援交付金として３９３万９，０００円をそれぞれ計上するも

のでございます。財源につきましては、麦・大豆生産技術向上事業補助金、畑

地化促進事業補助金、持続的畑作生産体制確立緊急支援事業補助金、強い農業

づくり事業補助金、町有建物罹災共済金及びふるさと浦臼応援基金を活用する

ものでございます。  

 ６款商工費、１項１目商工振興費、補正額６９５万円の追加でございます。

１８節負担金補助及び交付金におきまして、北の龍馬祭り開催支援及び２０％
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のプレミアム付商品券発行に係る費用を計上するものでございます。  

 ２目観光費、補正額３００万７，０００円の追加でございます。１８節負担

金補助及び交付金におきまして、９月に開催される２０２４さっぽろオータム

フェスト出店等を行うために、町観光協会への補助金を計上するものでござい

ます。  

 ７款土木費、１項２目道路維持費、補正額９２０万円の追加でございます。

１４節工事請負費におきまして、維持補修工事といたしまして、集治監沢高台

線ののり面補修を、補修工事といたしまして、金比羅線道路横断管改修及び集

治監沢線の登山道箇所の路肩補修を行うものでございます。  

 ３項２目公営住宅整備費、補正額５７６万４，０００円の追加でございます。

１４節工事請負費におきまして、建設から３０年程度経過の特定公共賃貸住宅

スパーク２１の環境整備といたしまして、便器取替えに係る費用を計上するも

のでございます。対象は４棟３１戸の全戸でございます。  

 １６ページをお開きください。  

 ９款教育費、１項２目事務局費、補正額４５万２，０００円の追加でござい

ます。１８節負担金補助及び交付金におきまして、タブレットの購入支援とし

て４５万円を計上するものでございます。想定対象生徒数は１５名でございま

す。  

 ２項小学校費、１目学校管理教育振興費、補正額４８４万円の追加でござい

ます。１７節備品購入費におきまして、電子黒板導入に係る費用を計上するも

のでございます。  

 ３項中学校費、１目学校管理教育振興費、補正額３０２万５，０００円の追

加におきましても、小学校費と同様に電子黒板導入に係る費用を計上するもの

でございます。財源につきましては、デジタル田園都市国家構想交付金を活用

するものでございます。  

 ４項２目郷土史料館費、補正額１４２万５，０００円の追加でございます。

坂本龍馬関連展示スペースの照明器具ＬＥＤ化及びガラスケース展示の内部

壁改修でございます。  

 １１款公債費、１項１目元金、補正額９，１０２万８，０００円の追加でご

ざいます。縁故債繰上償還に係る償還額の減として７，３７５万２，０００円

の減額、縁故債繰上償還実施分として１億６，４７８万円を増額するものでご

ざいます。財源につきましては、減債基金から繰入れを行うものでございます。 

 ２目利子、補正額５４万１，０００円の減でございます。元金に関連いたし

まして、利子をそれぞれ減額及び追加するものでございます。  

 歳出合計７億９，８９３万円の追加でございます。  

 以上が、歳出についてのご説明でございます。  

 続きまして、歳入についてご説明申し上げます。８ページをお開きください。 

 １４款国庫支出金、２項６目総務費国庫補助金、補正額２，４０４万２，０

００円の追加でございます。中間サーバー改修費の国庫補助分確定による社会

保障・税番号制度システム整備費補助金の計上のほか定額減税補足給付金をは

じめとする物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、小学校及び中学校の電

子黒板に係る補助金でございます。  
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 １５款道支出金、２項３目衛生費道補助金、補正額１，６９７万６，０００

円の追加でございます。診療所建替事業に係る補助金でございます。  

 ２０款町債、１項３目衛生債、補正額５億８５０万円の追加でございます。

こちらは診療所建替事業に係る借入金でございます。  

 ２１款繰入金、１項１目基本財産繰入金、補正額２億５６８万１，０００円

の追加でございます。財源調整のため財政調整基金からの繰入れが３，０９０

万１，０００円、縁故債繰上償還のため減債基金からの繰入れが１億６，４７

８万円、農業活性化支援事業補助金への活用として、ふるさと浦臼応援基金か

らの繰入れが１，０００万円でございます。  

 歳入合計、歳出と同額７億９，８９３万円の追加でございます。  

 以上が、議案第３０号  令和６年度浦臼町一般会計補正予算（第３号）の内

容でございます。ご審議いただき、議決賜りますようお願い申し上げます。  

 以上でございます。  

○議   長（小松正年君）  

これより、質疑を行います。歳入歳出一括して質疑を受けます。  

質疑ありませんか。  

 中川議員。  

○５番（中川清美君）  

 今回の債務負担行為の補正について、塵芥処理車の更新ということであり

ますが、前回ちょっと説明を受けたところなのですが、この車両は大きさとい

ったら何トン車になるのか、大体そういうところまで考えておられるのか。  

○議   長（小松正年君）  

 國田主幹。  

○住民課主幹（國田幹夫君）  

 中川議員のご質問にお答えさせていただきます。  

 車体本体につきましては、形状は４トンダンプ、それに架装を加えましてお

おむね８トン弱になる予定の車にする予定でございます。仕様は４ＷＤという

方向で検討している次第です。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ほかに。  

 中川議員。  

○５番（中川清美君）  

 ４トンということで、随分安く上がるのかという印象なのですけれども、ダ

ンプということでパッカー車ではないということですね。  

 それで、前回のときにも申し上げたのですが、大型粗大ごみを処理するとき

に、やはり後ろにパワーゲートなりが必要ではないかということでも質問して

いたところなのですが、その点についてはあのときはもう詳細なことはなかっ

たのですが、この大型粗大ごみを処理するためのパワーゲートという装備の装

着はどのように考えられているのか。また粗大ごみの処理の方法はどういう方

法を考えられているのかお聞かせ願いたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  
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 國田主幹。  

○住民課主幹（國田幹夫君）  

 中川議員のご質問にお答えさせていただきます。  

 前回、全員協議会の中におきまして、後方部パワーゲートというご質問等あ

りましたが、近年そこらに係る大型ごみの積込みについては、実績等は見られ

ておりません。  

 それで、現在、月１回大型ごみ収集を委託しているのですが、作業員３名で

行っているところでございます。それを踏まえまして、備品の装着についての

検討はしておりません。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ほかに質疑ありませんか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 ＪＲ分筆登記の関係、また地籍の測量の部分なのですが、最終的にこれが決

定して、分筆及び諸々がそれぞれ地先に譲渡というところまで進むという部分

が町としてどこを目標というか、大体最終的にこの辺が決定されるのかお聞き

したい。  

 それと今、ここが町に譲渡されてからずっと空白期間がありまして、線路が

撤去された後の状態が、雑木なり雑草なりがすごく日に日に目立って、正直言

いますと、勝手に切るわけにもいかないし、勝手に除草剤をまくわけにもいか

ないのだろうと思いますけれども、この辺、人間が通るようなところの周りと

か、そういった部分は今後どんな考え方なのか、お聞きしたいと思います。  

○議   長（小松正年君）  

 答弁お願いできますか。  

 城宝課長。  

〇総務課長（城宝睦己君）  

 静川議員のご質問にお答えします。  

 譲渡時期につきましては、地先の方との協議が整い次第、順次手をかけてい

くことになろうかなと思いますので、この分筆作業がどの程度かかるかという

部分にもかかってきますが、具体的に全部をいつまでというところの目標は置

いていないというのが正直なところです。順次、速やかにという頭ではおりま

す。  

 雑草の処理に関しましては、既に町有地になっているという部分でございま

すので、地先からの相談、申し出等があれば、町にて対応していかなければな

らないということで考えてございます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 質疑、ほかにありませんか。  

 静川議員。  

○６番（静川広巳君）  

 再質問になってしまうのですけれども、順次というのはどの辺からが順次な
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のでしょうか。  

測量次第となると、てんでんばらばらで測量するのか、それともある程度起

点があって、起点から始まって測量していくよという話なのか、それとも必要

なところを要所、要所でやって、そこから始めていくのか。その辺、順次とい

うのは一体どの辺を中心に始めていくのか、ちょっとお聞きしたいと思いま

す。  

○議   長（小松正年君）  

 城宝課長。  

〇総務課長（城宝睦己君）  

 河川に係る橋梁撤去の業務の進み具合、協議の整い具合にもよるかなという

ところで、発注後、どういったところから手をかけていくのがより効率的なの

かという部分も含めて、発注先が決まり次第、現場の業務処理責任者と協議し

た上でどこから手をかけていくべきか、というところを決めていきたいなと考

えてございます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 ほかに質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  

 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第３０号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第３０号  令和６年度浦臼町一般会計補正予算（第３号）

は原案のとおり決定しました。  

 

    ◎日程第５  議案第３１号  

○議   長（小松正年君）  

 日程第５、議案第３１号 令和６年度浦臼町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）を議題とします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 國田主幹。  

○住民課主幹（國田幹夫君）  

 それでは、議案第３１号  令和６年度浦臼町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）。  

 令和６年度浦臼町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は次に定めると



 

－ 48 － 

ころによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

 第１条  既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ７７万円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１億２，７３７万円とする。  

 ２  歳入歳出の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後 の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 令和６年６月１３日提出  

 北海道浦臼町長  川畑智昭  

 歳出より説明いたしますので、８ページをお開き願います。  

 なお、今回の補正予算につきましては、マイナンバーカードと保険証が一体

化になるため、事務処理を円滑に処理できるように標準システム改修業務を行

うものでございます。  

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費７７万円の追加でございます。 

 続きまして、歳入について説明を申し上げます。６ページをお開き願います。 

 ４款諸収入、２項３目雑入７７万円の追加でございます。  

 歳入合計、歳出と同じ７７万円の追加となっております。  

 以上が、議案第３１号  令和６年度浦臼町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）の説明でございます。ご審議いただき、議決賜りますようお願い申

し上げます。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

 これより、質疑を行います。歳入歳出一括して質疑を受けます。  

 質疑ありませんか。  

 静川議員。   

○６番（静川広巳君）  

 マイナンバーカードの取得率、町はどんな感じなのかと、それと保険証のひ

も付きについてはどのぐらいの普及になっているのかをお聞きしたいと思い

ます。  

○議   長（小松正年君）  

 國田主幹。  

○住民課主幹（國田幹夫君）  

 静川議員のご質問に答えさせていただきます。  

 自分の話す数字につきましては、現在３月末の数字で申しわけございませ

ん。浦臼町のマイナンバーカード保有率９６．２％ということで把握をさせて

いただいているのですが、国民健康保険証とひも付けをしているマイナンバー

カードの所持者については把握していないのが現実です。  

 以上です。  

○議   長（小松正年君）  

ほかに質疑ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、質疑を終わります。  
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 これより、討論を行います。討論ありませんか。  

［「なし」と言う人あり］  

○議   長（小松正年君）  

 これをもって、討論を終わります。  

 これより、議案第３１号を採決します。  

 本案を原案のとおり決定することに賛成の議員は起立願います。  

（賛成者起立）  

○議   長（小松正年君）  

 起立全員です。  

 したがって、議案第３１号  令和６年度浦臼町国民健康保険特別会計補正予

算（第１号）は原案のとおり決定しました。  

 

    ◎閉会の宣告  

○議   長（小松正年君）  

これをもって、本議会に付議された案件の審議は全部終了いたしました。  

 したがいまして、令和６年第２回浦臼町議会定例会を閉会いたします。  

大変ご苦労さまでした。  

                                             閉会   午後  ２時３５分  


